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1. 研究背景と既往研究について 
1.1 研究背景 

 
⼤地震発⽣時には，建物や電柱の倒壊，また，液状化などに起因する道路閉塞により，緊

急⾞両が通⾏不能となる可能性がある。兵庫県南部地震(1995 年)では，沿道建築物の倒壊に
よって主要幹線道路が閉塞し，緊急⾞両の通⾏のみならず，緊急⽀援物資の輸送や復旧・復
興プロセスにおいても⼤きな障害となった 1)。 
そのため，多くの地⽅公共団体では，⼤地震発⽣時に救急救命活動の⽣命線となる幹線道

路を緊急輸送道路に指定し，沿道建築物の耐震化を推進することで，避難，救急消⽕活動，
緊急物資の輸送，復旧復興活動を⽀える重要なインフラストラクチャとして機能させるた
めの⽅策（機能確保の⽅策）について検討している 2),3)。例えば，東京都では，緊急輸送道
路沿道建築物の耐震化を推進する条例 4)を逸早く制定した。ここでは，緊急輸送道路（約
2,000km）のうち特に沿道建築物の耐震化を図る必要があると認められる道路を特定緊急輸
送道路（約 1,000km）に指定し（これ以外は⼀般緊急輸送道路），道路を閉塞させる危険性
の⾼い建物（特定沿道建築物）の所有者・管理者に対して，耐震診断または耐震改修の実施
状況などについての報告を義務付けている 5)。さらに，耐震性が不⼗分な特定沿道建築物に
ついては，耐震改修等を実施するよう働きかけを⾏っている。 
このように，各道路の担う交通機能に応じて，頑健性を差別化し，道路網を階層的に構成

する「機能階層型道路ネットワーク注1」という概念は，都市内移動の円滑性を確保するため
の道路計画における基本的な考えとして，広く認識されている 6), 7)。例えば，朝倉らは 8)，
階層性注2を持った道路網は，階層性の低い道路網に⽐較して，⼤地震時の道路閉塞下におい
て，拠点施設などへのアクセシビリティが確保しやすくなることを明らかにしている。すな
わち，⼤地震時の拠点施設へのアクセシビリティを確保し，円滑な災害時活動を実現するた
めにも，道路網の階層性を⾼めるような整備プログラムを推進することは，重要である。 
多くの整備プログラムでは，その整備⽬標として，整備が完了した建物数・道路数が全体

の建物数・道路数に占める割合（例えば，耐震化率や耐⽕率，道路の拡幅整備率など）を設
定している。例えば，東京都耐震改修促進計画 5)では，令和 2 年度までに，住宅の耐震化率
を 95%とすることを⽬標としている。しかし，建築物耐震化などの市街地整備事業の実施
有無は，当該建築物の所有者の努⼒義務に留まっており，住⺠との合意形成や，事業として
採算が取れない等の問題があるため，必ずしも順調に進んでいるとはいえない。また，耐震
化率などの指標を⽤いて，⼤地震時の交通機能（アクセシビリティ）を直接評価することは
困難であり，市街地整備を進める上で，それらをより明確に把握可能な指標を整備⽬標とし
て設定することが求められる。 

                                                        
注1 各道路が担う交通機能を，3種類（トラフィック機能，アクセス機能，滞留機能）に分類
し，それらの機能分類に応じて，道路網を階層的に構成するという考え。トラフィック機能
は，交通を円滑に流すための機能，アクセス機能は，沿道の⼟地・施設に出⼊りするための
機能，滞留機能は，駐停⾞や滞留のための機能である。 
注2 それぞれの道路が期待された役割（交通機能）を果たし，道路網が全体として機能する
ような性質。 
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1.2 既往研究について 
 

⼤地震時における拠点施設などへのアクセシビリティ評価に関する研究は多く，レビュ
ー論⽂としては，中⼭ら 9)が詳しい。代表的なアクセシビリティ評価指標としては，連結信
頼性 10)やポテンシャル型アクセシビリティ 11)が挙げられる。 

連結信頼性は，ODペア間の到達可能性（ODペア間が少なくとも 1つの利⽤可能な経路
で結ばれているか）を取り扱う指標である。例えば，Uddin ら 12)は，⼤地震時の河川氾濫
による道路の冠⽔と建物倒壊に伴う道路閉塞を考慮して，緊急輸送道路を⽤いた県庁と市
町村役場間の到達可能性について分析している。また，瀬⼾ら 13)，原⽥ら 14)は，OD ペア
間の到達可能性だけでなく，移動経路の頑健性も評価可能なアクセシビリティ評価指標を
提案している点で優れている。具体的には，⾮重複経路本数が多い OD ペアほど頑強に連
結され，アクセシビリティが⾼くなるという，N-edge-connected network15)の概念を⽤いて，
⾮重複経路を考慮したアクセシビリティ評価を⾏なっている。 
ポテンシャル型アクセシビリティは，各地区から主要施設への近接性を評価する指標で

ある。近藤ら 16)は，道路の途絶リスクと周辺都市で享受可能なサービス機会数を考慮した
新しい道路網評価指標を提案し，道路ネットワークと医療施設との関係を評価している。こ
れらの研究は，アクセシビリティの現状を評価する視点や指標を与えており，参考となる。 

しかし，これらの指標を⽤いたアクセシビリティ評価では，ODペア間の移動性が確保さ
れない場合や⼤幅な迂回を要する場合において，それらの原因となるアクセシビリティが
脆弱な沿道区域（緊急⾞両の通⾏機能が確保困難となる沿道区域）を特定することは困難で
ある。 

⼤地震発⽣時におけるアクセシビリティが脆弱な沿道区域の特定⽅法については，複数
の研究が存在する 17), 18)。⼤澤ら 17)は，⼤地震時の建物倒壊に起因する道路閉塞や橋梁の損
傷などを考慮した緊急⾞両の移動活動を記述可能なシミュレーションを構築し，緊急輸送
道路を⽤いた重要拠点間の移動性を評価している。その上で，各道路区間が通⾏不能となる
確率を算出し，アクセシビリティが脆弱となる道路区間の評価を⾏なっている。この研究は，
アクセシビリティが脆弱な沿道区域を抽出可能な点で優れているが，その評価対象が重要
拠点間の移動に関係する道路区間に限定されている点で課題が残る。原⽥ら 18)は，緊急⾞
両による重要拠点への移動に⽤いられる道路をメッシュごとに抽出し，それぞれについて
連結信頼性を算出することで，広域な分析対象地域におけるアクセシビリティが脆弱な沿
道区域の抽出を可能とした。しかし，計算負荷を抑えるため，単純な想定の下での検討しか
⾏なっておらず，連結信頼性の算出においても，厳密な計算を⾏なっていない。すなわち，
複数の拠点への災害時活動など，複雑な条件下におけるアクセシビリティ評価には，この⼿
法は不向きである。 

⼀⽅，道路ネットワークの耐震化の推進⽅法について検討した研究も存在する 19)~21)。
Nagae et al.19)は道路ネットワークの耐震化戦略を最適化問題として定式化し，災害によっ
て増加する交通不便益の期待値と耐震化費⽤の和である社会的費⽤が最⼩になるような耐
震化戦略を求めている。喜多・近⽥ 20)はゲーム理論を⽤いて，道路構造物の耐震レベル向上
による効⽤と道路ネットワーク全体の効⽤が同時に最⼤となるように，道路構造物の耐震
補強の優先順位を設定する⼿法を提案している。南ら 21)は，災害時に重要な拠点となりう
る都市施設への輸送ルートの確保を⽬的として，災害時の輸送機能低下を⼩さく抑えるた
めの道路整備計画法を⽴案している。 
これらの研究は，道路構造物の耐震化に着⽬した優れた研究として興味深いが，個々の沿
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道建築物を分析対象とした議論は⾏なっていない。これに対して，中⾥ら 22)は，緊急輸送道
路沿道建築物に着⽬し，実地調査から得られた各建物の実構造や前⾯道路の幅員，周辺状況
などをハザードマップと重ね合わせることで，耐震化優先度の⾼いエリアと建物について
検討している。ただし，定性的な評価に留まっており，沿道建築物の耐震化が緊急輸送道路
のアクセシビリティに及ぼす影響の定量的評価には⾄っていない。 

また，建物の耐震化以外の市街地整備事業による減災効果を評価する研究も，多く⾏われ
ている例えば 23),24)。例えば，沖ら 23)は，⼤地震発⽣後の多様な⼈的活動を記述可能なシミュレ
ーションモデルを構築し，複数の市街地整備事業による物的被害および⼈的被害の軽減効
果を定量的に評価している。しかし，計算負荷が⾼い詳細なシミュレーションを，広域な対
象地域において実⾏することは困難である。そのため，広域な対象地域における減災効果の
評価には不向きである。また，久⾙ら 24)は，道路網の防災機能を向上させる上で重要な市街
地性状を理解するため，パーコレーション理論と重回帰分析に基づき，被災リスクと市街地
性状（旧耐震建物率など）の関連を分析する⼿法を提案している。しかし，道路網の防災機
能と市街地性状の関連についての概観が明らかになったものの，実市街地における評価は
⾏っておらず，課題が残る。 
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2. 本研究の⽬的 
 

⼤地震時における，道路網の交通機能を確保することは，円滑な災害時活動の実現，ひい
ては，⼈的被害の軽減にもつながる。しかし，前節で概観した通り，⼤地震時におけるアク
セシビリティ評価およびアクセシビリティの改善⽅策に関する研究は多く存在するものの，
実市街地における道路網の交通機能評価，および，市街地整備事業に関する検討に適⽤する
上では，課題が残る。⼤地震時における道路網の交通機能を評価する上で重要な視点を以下
に整理する。 
 

I. アクセシビリティ評価指標 
「⼤地震発⽣時におけるアクセシビリティ」という包括的な概念を，どのような視点か

ら定量的に評価すべきかが問われるが，本研究では，広域的な移動に伴う拠点施設までの
到達可能性と，移動時における効率性（到達までの移動時間）の視点から検討する。 

 
II. 道路の交通機能を考慮したアクセシビリティ評価 
前述したように，道路によって求められる交通機能は異なる。例えば，⼤地震時の緊急

活動における⻑距離移動に⽤いられる緊急輸送道路では，緊急⾞両のトラフィック機能
を確保する必要がある。⼀⽅，拠点施設へのラストワンマイル（交通結節点注3から⽬的地
点までの⼈や物の移動）では，救急隊員による歩⾏活動が可能であれば，そのアクセス機
能は確保されていると考えられる。すなわち，道路の担う交通機能ごとに，どのような緊
急活動が⾏われるかを考慮したアクセシビリティ評価を⾏う必要がある。 

 
III. 市街地整備事業によるアクセシビリティ改善効果の把握 
前述したように，地⽅⾃治体は，防災・減災を⽬的に，道路の交通機能に応じた市街地

整備事業を推進している。このように，道路の機能分類ごとに，市街地整備事業によるア
クセシビリティ改善効果について議論する必要がある。 

 
以上の視点を踏まえ，本研究は，道路の交通機能に着⽬し，⼤地震時における拠点施設へ

のアクセシビリティ，および，市街地整備事業がアクセシビリティに及ぼす影響を定量的に
評価する⼿法を確⽴することを⽬的とする。 

                                                        
注3 ⼈や物の輸送において，複数あるいは異種の交通⼿段の接続が⾏われる場所，複数の交
通モード間の不連続点 25)。 
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3. 本研究の構成 
 

本研究では，道路の交通機能に着⽬し，⼤地震時における拠点施設へのアクセシビリティ
および市街地整備事業がアクセシビリティに及ぼす影響を，定量的に評価する（図 1.3-1）。
なお，交通機能に基づいて道路を分類する際，平常時の移動を想定した機能分類（主要幹線，
幹線，補助幹線，区画道路）ではなく，災害時の移動を想定した機能分類（緊急輸送道路（特
定緊急輸送道路，⼀般緊急輸送道路），その他の道路）に基づいて，議論を進める。 

第⼆章では，⼤地震時の建物倒壊に起因する道路閉塞下における，緊急⾞両の都市内移動
を記述するシミュレーションモデルを構築する。具体的には，建物倒壊を記述する「建物倒
壊シミュレーションモデル」，建物倒壊に起因する道路閉塞を記述する「道路閉塞シミュレ
ーションモデル」，および，緊急⾞両の空間移動を記述する「緊急⾞両移動モデル」を構築
し，これらを組み合わせることで，緊急⾞両の拠点施設への空間移動を記述する。 

第三章では，特定緊急輸送道路を⽤いた拠点施設へのアクセシビリティと特定沿道建築
物の耐震化推進の程度との関係について分析する。これにより，特定沿道建築物の耐震化推
進に関する検討を⾏う上で，アクセシビリティに基づいた議論を⾏うことの有⽤性を⽰す。
まず，緊急活動シミュレーションモデルを⽤いて，特定緊急輸送道路を⽤いた，東京都隣接
県から東京都が指定する⼤規模救出救助活動拠点へのアクセシビリティ評価を⾏う。次に，
特定沿道建築物の耐震化推進によるアクセシビリティの改善効果を定量的に評価する。 

第四章では，⼤地震時において拠点施設へのアクセシビリティが脆弱となる沿道区域を
抽出する⽅法，および，それらの沿道区域におけるアクセシビリティを改善するための⽅策
について検討する。これにより，耐震化率からは明確に把握することは困難であった，拠点
施設へのアクセシビリティが脆弱となる沿道区域を把握することが可能となり，ひいては，
整備施策に関する具体的な議論が可能となることを⽰す。まず，⼤地震時の物的被害下にお
いて，道路網から孤⽴する道路に着⽬することで，拠点施設へのアクセシビリティが脆弱な
沿道区域を抽出する⽅法を提案する。次に，緊急活動シミュレーションモデルを実⾏し，東
京都内の緊急輸送道路を⽤いた災害拠点病院へのアクセシビリティ評価を⾏う。 

第五章では，⼤地震発⽣時における緊急輸送道路以外の道路（その他の道路）を⽤いたア
クセシビリティ評価，および，市街地性状との関連分析を⾏う。これにより，各地⽅公共団
体が⼊⼿可能な GIS データを⽤いて，アクセシビリティを簡易的に推定可能な⼿法を提案
する。まず，緊急活動時の移動経路を評価するアクセシビリティ指標を提案する。次に，東
京都全域を対象に，緊急活動シミュレーションモデルを実⾏し，アクセシビリティ指標を推
定する。さらに，重回帰分析を⽤いて，アクセシビリティ指標と市街地性状との関連を明ら
かにするとともに，アクセシビリティを効果的に改善するための⼿法について，定量的に検
討する。 

第六章では，本研究の成果を総括するとともに，今後の課題と展開について整理する。 
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図 1.3-1 本研究の全体像 
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第⼆章 
緊急活動シミュレーションモデルの構築 
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1. 緊急活動シミュレーションモデルの概要 
 

本研究では，⼤地震時の建物倒壊に起因する道路閉塞を考慮した，緊急⾞両の拠点施設へ
の空間移動を記述するシミュレーションモデルを構築する（図 2.1-1）。 

 

 

図 2.1-1 緊急活動シミュレーションモデルの概要 
 
本シミュレーションモデルは，以下に⽰す 3 つのモデルから構成される。 
 
(a) 建物倒壊シミュレーションモデル（p. 12〜15，2節） 

建物倒壊シミュレーションモデルでは，『Is 値に基づく建物倒壊確率モデル 26)』および『実
構造・建築年に基づく建物倒壊確率モデル 27)』を⽤いて，建物倒壊を記述する。いずれも，
兵庫県南部地震の実被害データに基づいて構築されたモデルである。Is 値に基づく建物倒
壊確率モデルでは，構造耐震指標（Is 値）を⽤いて，実構造・建築年に基づく建物倒壊確率
モデルでは，実構造および建築年を⽤いて，建物ごとの倒壊確率を推定する。また，地震動
の周期によって，建物の倒壊確率は異なる（例えば，短周期地震動では，低層建物および中
層建物が倒れやすく，⻑周期地震動では，⾼層建物が倒れやすい）。 

なお，建物倒壊や道路閉塞の推定に利⽤可能なシミュレーションモデルは少なく，物的被
害に関係するすべての要因を考慮可能な理論モデルは存在しない。例えば，本研究で⽤いる
建物倒壊確率モデルは，⽐較的短周期な地震動であった，兵庫県南部地震の実被害データに
基づいて構築されているため，地震波による建物の倒壊確率の違いを考慮する事ができな
い（⻑周期地震動の場合には，低層・中層の建物は，安全側，⾼層建物は，危険側の評価と
なる）。物理的な知⾒を反映した，より精緻な物的被害モデルの開発が期待される。 
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(b) 道路閉塞シミュレーションモデル（p. 16〜17，3節） 
道路閉塞シミュレーションモデルは，『建物倒壊による道路閉塞判定モデル』および『⽡

礫流出確率に基づく道路閉塞確率モデル 28)』を⽤いて，建物倒壊に起因する道路閉塞を記
述する。建物倒壊による道路閉塞判定モデルでは，建物が道路側に完全に倒壊することによ
って，⽡礫流出確率に基づく道路閉塞確率モデルでは，倒壊建物の⽡礫が道路に流出するこ
とによって，道路閉塞が発⽣する確率を推定する（図 2.1-2，図 2.1-3）。 
 

 

図 2.1-2 
建物倒壊による道路閉塞判定モデル 

で想定する道路閉塞の例 
（写真提供：墨⽥区） 

 

図 2.1-3 
⽡礫流出確率に基づく道路閉塞確率モデル

で想定する道路閉塞の例 
（写真提供：防災システム研究所） 

 
(c) 緊急車両移動モデル（p. 18〜19，4節） 

緊急⾞両移動モデルは，緊急⾞両の空間移動を記述する。本モデルでは，消防活動や救急
活動などの緊急活動を想定し，出発地点から⽬的地点（拠点施設）までの緊急⾞両の移動を
モデル化する。 
 

以上のように，建物倒壊シミュレーションモデルおよび道路閉塞シミュレーションモデ
ルについては，複数のモデルが提案されている。第三章から第五章では，各章で使⽤可能な
GIS データに適したモデルを選択した上で，緊急活動シミュレーションモデルを実⾏する。
いずれの章でも，建物倒壊および道路閉塞を推定する上で，複数のモデルを⽤いることはな
いので，これらのモデルの違いが，シミュレーション結果に影響を与えることはないと考え
る。 

なお，本シミュレーションモデルを，各地⽅⾃治体における防災まちづくりなどの企画・
⽴案の現場に適⽤するためには，それぞれの評価対象に応じた，適切なシナリオを設定する
必要がある。例えば，シミュレーションを実⾏する上で，どのような地震（⾸都直下地震や
南海トラフ地震など）を想定するか，また，緊急⾞両や救急隊員が道路リンクを通⾏するた
めに必要な有効幅員などを，どのように設定するべきかなどについては，議論が必要である。 

本シミュレーションモデルでは，シミュレーション開始時に，各建物・道路リンクに，作
成する物的被害ケース数の乱数を割り振っている（表 2.1-4）。例えば，シミュレーションの
試⾏回数が K 回の場合，まず建物 A に K個の乱数を与え，以降の建物についても，同様に
乱数を割り振っていく。そのため，物的被害ケース数が，乱数シークエンスの⻑さと⼀致し
なければ，建物・道路リンクごとに偏った乱数が与えられることはない。今回，擬似乱数列
⽣成器として⽤いたメルセンヌ・ツイスタ 29)は，219,937-1 という⻑い周期が証明されている
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ため，乱数⽣成器の初期化は⾏っていない。なお，本研究では，緊急活動シミュレーション
実⾏時の計算負荷を考慮し，計算対象となる ODペア数が⽐較的少ない第三章では，計 1,000
ケース，ODペア数が⽐較的多い第四章および第五章では，計 100ケースの物的被害ケース
を作成した。 

 
表 2.1-4 乱数⽣成の⼀例 

（xNは，N番⽬に⽣成された乱数を表す。） 
 

建物 ID 
物的被害ケース No. 

1 2 3 4 5  K 
1 x1, x2, x3, x4, x5, … , xK 
2 xK+1, xK+2, xK+3, xK+4, xK+5, … , x2K 
3 x2K+1, x2K+2, x2K+3, x2K+4, x2K+5, … , x3K 
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2. 建物倒壊シミュレーションモデル 
2.1 Is 値に基づく建物倒壊確率モデル 
 
建築物の耐震性能を評価する場合，鉄筋コンクリート造（RC 造），鉄⾻造（S 造）および
鉄⾻鉄筋コンクリート造（SRC 造）については，構造耐震指標（Is 値）が，⽊造建物につい
ては，構造耐震指標（Iw 値）が⽤いられる。Is 値は，建物の形状・バランス，経年劣化，ま
た，地震⼒に対する強度・靭性を考慮し，当該建物各階の X・Y 両⽅向について算出される
値である。⼀般に，Is 値が 0.6 以上の建物は，⼗分な耐震性能を備えていると⾔われている
30)。 
兵庫県南部地震(1995 年)の実被害データに基づく RC 造建物の被害率曲線 26)を⽤いて，各

建物の Is 値からそれぞれ被災ランク R における倒壊確率 PR を推定し（式(1)〜(3)，図 2.2.1-
1），⼀様乱数をもとに倒壊有無を判定する。なお，被災度の定義は，構造的被災度を表す⽂
献 31)に準ずる（表 2.2.1-2）。 
 

!"($) = Φ()*+,-.(/)0123+45(/)0
63+45(/)0

7 (1) 
 

89($) = :; <!=>? ∙
45(/)
45A
B  (2) 

 

C9($) = C9?   (3) 
 
ここで，Φは，標準正規分布の累積確率分布関数，λおよび ζは，ln(V)の平均値と標準偏差
である。PGV(i)は建物 i の地表⾯での最⼤速度（cm/s），Is(i)は建物 i の Is 値である。Is1，
C9?，および，PGV0 は，実際の被害率曲線に適合する様に決められたパラメータであり，
Is1=0.4，ζf0=0.6，PGV0=250cm/s（倒壊），200cm/s（⼤破），150cm/s（中破），100cm/s（⼩破），
50cm/s（軽微）とされている。 
 

 

図 2.2.1-1 Is 値と建物倒壊確率の関係（被災度：倒壊） 
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表 2.2.1-2  Is 値に基づく建物倒壊確率モデルにおける被災ランクの分類 31) 
 

ランク 被害状況 
被害軽微（I） 柱・耐⼒壁・⼆次壁の損傷が軽微かもしくはほとんど損傷のないもの 

⼩破（II） 
柱・耐⼒壁の損傷は，軽微であるが，RC ⼆次壁・階段室の周りに，せん
断ひび割れが⾒られるもの。 

中破（III） 
柱に典型的なせん断ひび割れ・曲げひび割れ，耐⼒壁にひび割れが⾒ら
れ，RC ⼆次壁・⾮構造体に⼤きな損傷が⾒られるもの。 

⼤破（IV） 
柱のせん断ひび割れ・曲げひび割れによって鉄筋が座屈し，耐⼒壁に⼤
きなせん断ひび割れが⽣じて耐⼒に著しい低下が⾒られるもの。 

崩壊（V） 柱・耐⼒壁が⼤破壊し，建物全体⼜は建物の⼀部が崩壊に⾄ったもの。 
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2.2 実構造・建築年に基づく建物倒壊確率モデル 
 

実構造・建築年に基づく建物倒壊確率モデルでは，兵庫県南部地震(1995 年)の実被害デー
タに基づく建物被害関数 27)を⽤いて，建物 i に地表⾯最⼤速度 PGV の揺れが⽣じた際，被
災ランク R 以上の被害が発⽣する確率 PR(PGV)を推定する（式(4)，図 2.2.2-1）。 

 
!"($) = Φ[(ln!=>($) − 8) H⁄ ]  (4) 

 
ここで，PGV(i)は，建物 i の地表⾯最⼤速度，Φは，標準正規分布の累積確率分布関数，λお
よび ζは，回帰係数であり，実構造（⽊造・RC 造・S 造・軽量 S 造），建築年代（⽊造 5 区
分，その他の構造は 3 区分），被災ランク（全壊・半壊）ごとに与えられる 32)（表 2.2.2-2）。
なお，本モデルでは，神⼾市が実施した調査の判定基準に基づいて定義された被災ランク
（全壊・半壊）を⽤いている（表 2.2.2-3）33)。 
その上で，建物ごとに推定した倒壊確率 PR(i)と⼀様乱数を⽐較することで，倒壊有無を判

定する。 

 

図 2.2.2-1 ⽊造建物の倒壊確率（被災ランク：全壊） 
 

表 2.2.2-2 建物倒壊確率の回帰係数（被災ランク：全壊）32) 
 

 全壊 
8 C 

⽊造 

1111~1971 4.45 0.342 
1972~1981 4.73 0.378 
1982~1991 5.12 0.496 
1992~2001 5.68 0.496 

2002~ 6.13 0.496 

RC 造 
1111~1971 5.12 0.646 
1972~1981 5.33 0.575 

1982~ 6.00 0.789 

鉄⾻造 
1111~1971 4.64 0.619 
1972~1981 4.97 0.490 

1982~ 5.64 0.731 
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表 2.2.2-3 実構造・建築年に基づく建物倒壊確率モデルにおける被災ランクの定義 33) 
 

ランク 被害状況 
① 全壊 
 

住家が滅失したもので，具体的には，以下に⽰すいずれかの条件を満た
す住家を指す。 

・ 住家の損壊消失もしくは流出した部分の床⾯積がその住家延べ⾯
積の 70%以上に達した程度のもの 

・ 住家の主要構造部の損害額がその住家の延べ床⾯積の 70%以上に達
した程度のもの 

・ 住家の主要構造部の被害額がその住家の時価の 50%程度に達した程
度のもの 

② 半壊 
 

住家の損傷が甚だしいが，補修すれば元どおりに再利⽤できる程度のも
ので，具体的には，以下に⽰すいずれかの条件を満たす住家を指す。 

・ 損壊部分が，その住家の延べ床⾯積の 20%以上 70%未満のもの 
・ 住家の主要構造部の被害額がその住家の時価の 20%以上 50%未満の
もの 

③ ⼀部破損  全壊及び半壊に⾄らないもので，補修を要する程度のもの 
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3. 道路閉塞シミュレーションモデル 
 

3.1 建物倒壊による道路閉塞判定モデル 
 

沿道建築物の倒壊状況をもとに，倒壊建物前⾯の道路リンク注4j の有効幅員We(j)を算出す
る（式(5)，図 2.3.1-1）。算出した有効幅員 We(j)をもとに，緊急⾞両の通⾏可否を判定する。 
 

KL(M) = NO($, M) + R(M) − ℎ($)   (5) 
 
ここで，NO($, M)は建物 i の前⾯道路リンク j の道路境界線からのセットバック距離（m），
R(M)は道路リンク j の道路幅員（m），ℎ($)は建物 i の建物⾼さ（m）である。 

 

 

図 2.3.1-1 建物倒壊を考慮した有効幅員We(j)の推定の⼀例 
 
このとき，中央分離帯が設置されている道路リンクでは，緊急⾞両は交差点でのみ反対⾞
線に移動して通⾏（逆⾛）できるものと考える（図 2.3.1-2）。 

 

 

図 2.3.1-2 緊急⾞両の移動における中央分離帯の考慮 

                                                        
注4 本研究では，交差点間を繋ぐ道路を 1本の道路リンクと定義する。 



第⼆章 緊急活動シミュレーションモデルの構築 

 -17- 

3.2 ⽡礫流出確率に基づく道路閉塞確率モデル 
 
さらに，国⼟交通省の提案する⽡礫流出確率モデル 28)を⽤いて，道路リンク j の閉塞状況

を推定する。全壊した沿道建築物による⽡礫の⾶散状況から，各道路リンクの閉塞確率 Pb

を推定する（式(6)，式(7)）。 
 

T/(M) = UV($)(1.1753 ∙ \V($) − 0.0514)

∙ _`a b
−Kc(M)

2.58fg($)?.hij + 0.210k:($)l.lh + 4.90\V($)nlo    (6) 

 
!q(M) = 1 −∏ +1 − T/(M)0/∈-(t)      (7) 

 
ここで，fi(j)は，倒壊建物iの前⾯道路jが通⾏可能である確率であり，Dc(i)は，建物iの倒壊
の有無を表すダミー変数（全壊：1，⾮全壊：0），Sc(i)は，建物iの建蔽率，We(j)は，道路リ
ンクjの有効幅員，Cr(i)は，所属する地区内の平均倒壊割合，Fl(i)は，建物iの階数，G(j)は，
道路リンクjの沿道建築物集合である。 
その上で，道路リンクごとに推定した閉塞確率 Pb(j)と⼀様乱数を⽐較することで，閉塞
有無を判定する（図 2.3.2-1）。 

 

 

図 2.3.2-1 道路閉塞の推定⼿順 
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4. 緊急⾞両移動モデル 
 

本節では，消防活動や救急活動などの緊急活動を想定し，出発地点から⽬的地点（拠点施
設）までの緊急⾞両の移動をモデル化する。具体的には，道路リンクの閉塞状況を考慮した
上で，グラフ探索アルゴリズムを⽤いて，緊急⾞両の拠点施設への到達可否および移動経路
を推定する。災害時活動を円滑に⾏う上で，正確かつ迅速に道路リンクの閉塞箇所を把握す
ることは極めて重要である 34), 35)。ただし，本研究では，建物と道路リンクの関係に焦点を
当てて議論することとし，道路リンクの閉塞箇所は，すべて把握していると想定する。つま
り，本モデルでは，想定外の閉塞道路に遭遇した緊急⾞両の迂回⾏動は記述しないため，所
要移動時間および所要移動距離が短く（危険側）に推定される傾向がある。しかし，本研究
では，それらの値ではなく，拠点や沿道区域間の相対的な関係に着⽬して分析を進めるため，
分析結果に影響はないと考える。 
 
• 車両活動のみを想定する場合（第三章および第四章） 

災害時における出発地点 o から⽬的地点 d までの所要移動時間u′(w, x)が最⼩となる経路
を，Dijkstra 法 36)を⽤いて推定する（式(8)）。なお，⽬的地点へ到達可能な経路が存在しな
い場合には，到達不能であるとする。 

u′(w, $) = yz{ (w, x)   (8) 

ここで， y′{ (w, x)は，出発地点 o から⽬的地点 d までの⾞両活動による最⼩所要移動時間で
ある。 
 
• 車両活動および歩行活動を想定する場合（第五章） 

救急⾞や消防⾞による⾞両活動だけでなく，救急隊員による歩⾏活動も想定した出発地
点 o から⽬的地点 d までの移動経路を推定する。緊急活動時において，緊急⾞両の乗降を
頻繁に⾏うことは考えがたい。そのため，以下に⽰す条件①，②のいずれかに該当する場合，
⾞両移動から歩⾏移動への活動種類の変更が，1 回のみ可能であると想定する。 
 
① ⾞両による移動のみでは，出発地点 o から⽬的地点 d へ到達することが困難な場合 
② 緊急⾞両のみを⽤いて移動するよりも，歩⾏移動をした⽅が，⽬的地点 d に早く到達で

きる場合。 
 

以上を踏まえて，災害時における出発地点 o から⽬的地点 d までの所要移動時間u′(w, x)
が最⼩となる経路を，Dijkstra 法 36)を⽤いて推定する（式(9)）。なお，⽬的地点へ到達可能
な経路が存在しない場合には，到達不能であるとする。 

u′(w, $) = yz{ (w, ;) + yz| (;, x)  (9) 

ここで， y′{ (w, ;)は，出発地点 o から交差点 n までの⾞両活動による最⼩所要移動時間，
y′| (;, x)は交差点 n から⽬的地点 d までの歩⾏活動による最⼩所要移動時間，交差点 nは地

域内の任意の交差点である。この時，各道路リンクの通⾏速度は，有効幅員および活動の種
類（歩⾏移動か⾞両移動）に応じて設定する。 
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また，出発地点から⽬的地点までの所要移動時間などの情報は扱わず，到達可否に関する
情報のみを取得する場合，Dijkstra 法に変わって，グラフ探索アルゴリズムの 1 つである幅
優先探索 37)を⽤いることで，計算負荷を⼤幅に軽減することが可能となる（表 2.4-1）。な
お，本論⽂では，第三章・第四章では，移動経路の情報が必要なため，Dijkstra 法を，移動
経路の情報が必要ではない第四章では，幅優先探索を⽤いる。 

 
表 2.4-1 Dijkstra 法および幅優先探索の概要 

 

Dijkstra 法 36) 幅優先探索 37) 

n 概要 

グラフ内の任意のノードから他のノードへ
の最短移動コストおよび最短移動経路を算
出可能なグラフ探索アルゴリズム。 

n 概要 

グラフ内の任意のノードから他のノードへ
の移動可否を判定可能なグラフ探索アルゴ
リズム。 

  
n 利点 

到達可否だけでなく，移動経路および所要
移動時間が推定可能である。 

n 利点 

Dijkstra 法に⽐べ，計算負荷が低い。 

  
n 欠点 

幅優先探索に⽐べ，計算負荷が⾼い。 
n 欠点 

移動経路および所要移動時間は推定不能。 
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5. 第⼆章のまとめ 
 

本章では，⼤地震時の建物倒壊に起因する道路閉塞を考慮した，緊急⾞両による拠点施設
への空間移動を記述するシミュレーションモデルを構築した。本モデルは，建物倒壊を記述
する「建物倒壊シミュレーションモデル」，建物倒壊に起因する道路閉塞を記述する「道路
閉塞シミュレーションモデル」，および，緊急⾞両の空間移動を記述する「緊急⾞両移動モ
デル」から構成される。建物倒壊および道路閉塞を推定するシミュレーションモデルは，複
数のモデルが提案されている。そのため，緊急活動シミュレーションモデルを実⾏する際，
使⽤可能な建物・道路データの有する属性情報に応じて，適切なモデルを選択する必要があ
る。 

建物倒壊シミュレーションモデルでは，兵庫県南部地震の実被害データに基づく建物被
害関数（Is 値に基づく建物倒壊確率モデル，もしくは，実構造・建築年に基づく建物倒壊モ
デル）を⽤いて，各建物の倒壊確率を推定し，⼀様乱数をもとに倒壊有無を判定した。 

道路閉塞シミュレーションモデルでは，沿道建築物の倒壊状況をもとに，各道路リンクの
通⾏可否を推定した。「建物倒壊による道路閉塞判定モデル」では，倒壊建物前⾯の道路リ
ンクの有効幅員を算出し，各道路リンクの閉塞有無（緊急⾞両の通⾏可否）を判定した。「⽡
礫流出確率に基づく道路閉塞確率モデル」では，倒壊した沿道建築物による⽡礫の⾶散状況
から，各道路リンクの閉塞確率を推定し，⼀様乱数をもとに閉塞有無を判定した。 

緊急⾞両移動モデルでは，消防活動や救急活動などの緊急活動を想定し，出発地点から⽬
的地点（拠点施設）までの緊急⾞両の移動をモデル化した。具体的には，道路リンクの閉塞
状況を考慮した上で，グラフ探索アルゴリズムを⽤いて，出発地点から⽬的地点までの到達
可否および移動経路を推定した。 
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1. 隣接県からの物資輸送などを想定したアクセシ
ビリティ評価⽅法 

 
本章では，特定緊急輸送道路を⽤いた拠点施設へのアクセシビリティと特定沿道建築物

の耐震化推進の程度との関係について分析する。まず，第⼆章で構築した緊急活動シミュレ
ーションモデルを⽤いて，⼤地震発⽣時における，特定緊急輸送道路を⽤いた，東京都隣接
県から東京都が指定する⼤規模救出救助活動拠点への到達可否および移動経路を推定する。
次に，拠点施設までの到達可能性と移動時における効率性の視点から，アクセシビリティ評
価を⾏う。さらに，沿道建築物の耐震化推進によるアクセシビリティの改善効果を定量的に
評価する。 

本章では，拠点施設へのアクセシビリティを，到達可能率（Reachability Index；RI，式(10)）
と移動距離増加率（Travel Distance Increment；TDI，式(11)）という 2 つの指標を⽤いて評価
する。到達可能率は，「進⼊地点から⽬的地点（拠点施設）まで到達可能である割合」，移動
距離増加率は，「平常時と⽐較した際の，進⼊地点から⽬的地点までの移動距離の増加率」
と定義する。本章では，緊急⾞両が主要道路を優先的に利⽤するように，道路種別ごとの通
⾏速度を設定し，移動経路を推定した。しかし，これらの値は，実際の通⾏速度に則して設
定されていない。そのため，移動の効率性を評価する上では，直感的に理解が容易な，移動
距離の視点から評価を⾏った。 

 

}~(w, x) =
∑ Ä(Å, w, x)Ç∈É

Ñ            			(10) 
 

uU~(w, x) =
∑ U′(Å, w, x) U(Å, w, x)⁄Ç∈É

Ñ       (11) 
 
 
ここで，Kは，シミュレーションの試⾏回数，Ä(Å, w, x)は，k 回⽬の試⾏における出発地点
o から⽬的地点 d への到達可否を表すダミー変数（1:到達可能，0:到達不能），U(Å, w, x)は， 
k 回⽬の試⾏における平常時の出発地点 o から⽬的地点 d への所要移動距離（km），U′(Å, w, x)
は，k 回⽬の試⾏における災害時の出発地点 o から⽬的地点 d への所要移動距離（km）であ
る。 
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2. 使⽤データおよびシミュレーションの設定条件 
2.1 使⽤データ 

 
本章では，特定緊急輸送道路を⽤いた拠点施設へのアクセシビリティ評価を⽬的とする

ため，特定緊急輸送道路の沿道建築物（以下，特定沿道建築物）を対象にシミュレーション
を実⾏する。 
 
(a) 建物データ 

第⼀章で述べたように，東京都では，図 3.2.1-1(a)に⽰した条件に⼀致する建物を，特定
緊急輸送道路を閉塞させる危険性の⾼い建物とみなし，特定沿道建築物として指定してい
る。さらに，それらの所有者・管理者に対して，耐震診断または耐震改修の実施状況などに
ついての報告を義務付けている 5)。そのため，平成 27 年 9 ⽉時点では，特定沿道建築物
（4,845棟）のうち，約 93%の建物（4,506棟）について耐震診断が実施され，詳細な属性情
報（建物⾼さ，建築年⽉⽇，セットバック距離，前⾯道路幅員，対建物注5，耐震状況，Is 値）
が得られている注6，38)。 

建物がどのように全壊するかは，破壊箇所に⼤きく依存する。⼀般に，耐震診断結果⼀覧
表には，当該建物の各階・各⽅向（X・Y ⽅向）ごとに得られた Is 値が記載される。しかし，
本データでは，各建築物に 1 つの Is 値しか得られていない。そこで，最も安全側の評価を
⾏うため，各建物は，この Is 値に従って，1階部分で破壊が発⽣し，道路に向かって全壊す
ると仮定した（図 3.2.1-2）。また，⼀部の特定沿道建築物および⼀般緊急輸送道路の沿道建
築物（以下，⼀般沿道建築物）については，Is 値が得られていない。さらに，⽊造建物につ
いては，調査時に Is 値ではなく，Iw 値が得られているはずだが，本データでは⽋損値とし
て扱われている。これらの建物の Is 値は，特定沿道建築物の Is 値の平均値（Is 値は⼀律
0.27，全壊確率は⼀律 5.6%）に等しいと仮定した。 
上記のデータのうち，Is 値が 0.6 未満の建物（以下，耐震化促進対象建築物，3,582 棟）

を対象に倒壊判定を実施し，シミュレーションを実施する（図 3.2.1-1(b)）。 

                                                        
注5 道路を挟んで向かいあって建っており，同時に全壊することで道路閉塞につながる対と
なる建築物。 
注6 令和元年６⽉時点では，特定緊急輸送道路沿道の耐震診断を義務化した旧耐震建築物
（4,838棟）のうち，97.7%について耐震診断が実施されている。 
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図 3.2.1-1 耐震化推進対象建築物データの概要 
 

 

図 3.2.1-2 耐震化推進対象建築物データの概要 
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(b) 道路データ 

緊急輸送道路については，国⼟交通省が公開している道路ネットワークデータ 39)をベー
スとして，不⾜する道路リンクデータを補完することで，道路データを作成した（図 3.2.1-
3）。本章では，緊急輸送道路を，①特定緊急輸送道路（⾼速道路），②特定緊急輸送道路（⾼
速以外），③⼀般緊急輸送道路の 3種類に分類した。そのうえで，緊急⾞両が特定緊急輸送
道路を優先的に利⽤するように，実際の速度規定に関係なく，道路種別（①〜③）ごとに各
道路リンクの通⾏速度を設定した（表 3.2.1-4）。特定緊急輸送道路（⾼速道路）と特定緊急
輸送道路（⾼速以外）および⼀般緊急輸送道路は，現況を反映できるように，インターチェ
ンジのみで接続する道路ネットワークとした（図 3.2.1-5）。 

 

 
 

図 3.2.1-3 緊急輸送道路データの概要 
 

表 3.2.1-4 ⼤地震時における道路リンク jの通⾏速度 
 

道路リンク j の道路種別 ⾞両移動時 
① 特定緊急輸送道路（⾼速道路） 60.0 km/h 
② 特定緊急輸送道路（⾼速以外） 30.0 km/h 
③ ⼀般緊急輸送道路 10.0 km/h 

 

 

図 3.2.1-5 インターチェンジ付近における接道状況 
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(c) 拠点施設データ 

拠点施設の例として⽤いる⼤規模救出救助活動拠点は，⼤規模災害発⽣直後，広域⽀援・
救助部隊などが円滑に被災者の救出及び救助などを⾏えるよう，ベースキャンプとして活
⽤する拠点である。東京都は，平成 26 年時点で，計 59箇所（屋外施設 33箇所を含む）の
⼤規模救出救助活動拠点を指定している 40)（図 3.2.1-7，表 3.2.1-8）。この中で，東⽩鬚公園
と汐⼊公園は，1 つの拠点（⽩鬚東地区及び汐⼊公園）として指定されているが，本章では，
別々の拠点として扱い（図 3.2.1-6），計 58 箇所の⼤規模救出救助活動拠点についてアクセ
シビリティ評価を⾏う。 

本章では特定緊急輸送道路における沿道建築物の耐震化に焦点を当てて検討するため，
特定緊急輸送道路と⼤規模救出救助活動拠点との接続箇所についての考察（進⼊の可能性）
については吟味していない。最寄りの特定緊急輸送道路から進⼊が可能であると仮定して，
特定緊急輸送道路上に⽬的地点を設定した。 

 

 
 

図 3.2.1-6 東⽩鬚公園および汐⼊公園周辺の空間分布* 
*東京都地域防災計画 40)では，東⽩鬚公園と汐⼊公園を 1 つの拠点（⽩鬚東地区
及び汐⼊公園）として指定しているが，本章では，独⽴した拠点として扱う。 
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図 3.2.1-7 ⼤規模救出救助活動拠点の空間分布 
（図中 のラベルは，⼤規模救出救助活動拠点の No.を⽰す（表 3.2.1-8）。） 
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表 3.2.1-8 ⼤規模救出救助活動拠点⼀覧 
 

No. 拠点名  No. 拠点名 

ds1 柳泉園クリーンポート  ds31 多摩市⽴陸上競技場 

ds2 東京都⽴⽊場公園  ds32 町⽥市⽴野津⽥公園 

ds3 東京都⽴駒沢オリンピック公園  ds33 ⽇野市多摩川グラウンド 

ds4 東京都⽴和⽥堀公園  ds34 ⻘梅市市⺠球技場 

ds5 東京都⽴城北中央公園  ds35 中央清掃⼯場 

ds6 東京都⽴舎⼈公園  ds36 港清掃⼯場 

ds7 東京都⽴⽔元公園  ds37 墨⽥清掃⼯場 

ds8 東京都⽴篠崎公園  ds38 有明清掃⼯場 

ds9 東京都⽴葛⻄臨海公園  ds39 新江東清掃⼯場 

ds10 若洲海浜公園  ds40 品川清掃⼯場 

ds11 東京ビッグサイト  ds41 ⽬⿊清掃⼯場 

ds12 ⽩鬚東地区及び汐⼊公園  ds42 ⼤⽥清掃⼯場 

ds13 ⽩鬚東地区及び汐⼊公園  ds43 多摩川清掃⼯場 

ds14 東京都⽴代々⽊公園  ds44 世⽥⾕清掃⼯場 

ds15 東京都⽴光が丘公園  ds45 千歳清掃⼯場 

ds16 東京都⽴⼤井ふ頭中央海浜公園  ds46 渋⾕清掃⼯場 

ds17 ガス橋緑地少年野球場  ds47 杉並清掃⼯場 

ds18 東京都⽴砧公園  ds48 豊島清掃⼯場 

ds19 東京都⽴⼩⾦井公園  ds49 北清掃⼯場 

ds20 東京都⽴神代植物公園  ds50 板橋清掃⼯場 

ds21 東京都⽴武蔵野の森公園  ds51 練⾺清掃⼯場 

ds22 東京都⽴川地域防災センター  ds52 光が丘清掃⼯場 

ds23 東京都⽴秋留台公園  ds53 ⾜⽴清掃⼯場 

ds24 東京都⽴東村⼭中央公園  ds54 葛飾清掃⼯場 

ds25 東京都⽴東⼤和南公園  ds55 江⼾川清掃⼯場 

ds26 東京都⽴府中の森公園  ds56 北野清掃⼯場 

ds27 東京都⽴武蔵野中央公園  ds57 昭島市清掃センター 

ds28 ⼋王⼦市⽴上柚⽊公園  ds58 町⽥リサイクル⽂化センター 

ds29 ⼋王⼦市⽴滝が原運動場  ds59 多摩清掃⼯場 

ds30 ⼋王⼦市⽴藤森公園    
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2.2 シミュレーションの設定条件 
 
本研究では，具体的な想定地震は設定せず，東京湾北部地震および都⼼南部直下地震の被

害想定結果を参考に，すべての地点において計測震度 6.2 の揺れを想定した。すなわち，震
源位置や地盤性状の影響を考慮せず，各拠点施設へのアクセシビリティを相対的に評価す
ることを⽬的とした。さらに，童ら 41)の⼿法を⽤いて地表⾯最⼤速度（PGV）に換算した値
（66 cm/s）を，シミュレーションにおける地震強度とした。 

Is値に基づく建物倒壊確率モデル（p. 12，第⼆章 2.1節）を⽤いて，建築物単位で全壊判
定を⾏った。なお，本研究では，簡単のため，構造種別による被害曲線の違いは考慮せず，
すべての建築物は，RC造建築物の被害曲線に従って倒壊すると仮定した上で，建物ごとの
全壊確率を推定した。その上で，すべての道路リンクに中央分離帯が設置されているという
仮定の下，建物倒壊による道路閉塞判定モデル（p. 16，第⼆章 3.1節）を⽤いて，東京都内
の緊急輸送道路の閉塞状況を推定した。⼀般に，道路の有効幅員が 4.0m以上であれば，緊
急⾞両の通⾏が可能であると考えられる。しかし，本章では，隣接県からの⼤規模な移動を
想定しているため，より安全側の評価となるように，緊急⾞両が通⾏するためには有効幅員
は 6.0m以上必要である（6.0m未満は道路閉塞）と想定する。 
⾸都直下地震道路啓開計画 42)を参考に，緊急⾞両は，計 14箇所の進⼊地点から特定緊急

輸送道路を⽤いて東京都内に進⼊すると想定した（図 3.2.2-1，表 3.2.2-2）。緊急⾞両による
移動のみを想定し，⼤規模救出救助活動拠点への到達可否および所要移動距離を推定した
（p. 18，第⼆章 4節）。 
 

 

図 3.2.2-1 特定緊急輸送道路上の進⼊地点の空間分布 
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表 3.2.2-2 特定緊急輸送道路上の進⼊地点⼀覧* 
（*⾸都直下地震道路啓開計画 42)を参考に設定） 

 

⾼速道路 ⾼速道路以外 
1 常磐⾃動⾞道 9 国道４号（⽇光街道ほか） 
2 東北⾃動⾞道 10 国道１７号（中⼭道・⽩⼭通りほか） 
3 関越⾃動⾞道 11 国道２０号（甲州街道ほか） 
4 中央⾃動⾞道 12 国道２４６号（⻘⼭通り・⽟川通り） 
5 東名⾼速道路 13 ⽬⽩通り 
6 第三京浜道路 14 千葉県側からの⼀般道路によるアクセス道路 

（国道１４号，東京都内における京葉道路の
⾼速以外部分） 

7 東京湾アクアライン 
8 京葉道路 

 
緊急⾞両は，特定緊急輸送道路（⾼速道路）を優先的に利⽤すると考えられる。しかし，

⼤地震発⽣直後には，⾼速道路は安全確認を⾏う必要があり即座には使⽤できない可能性
がある 43)。そこで，地上レベルでの移動，すなわち，特定緊急輸送道路（⾼速以外）のみを
利⽤した場合についても検討する。すなわち，本章では，次の 2つのケースについて検討す
る（表 3.2.2-3）。 
 
①特定緊急輸送道路（高速道路）から進入する場合 

⾛⾏可能なすべての特定緊急輸送道路（⾼速道路，⾼速以外）を利⽤した⾛⾏を想定する。
例えば，⾼速道路の閉塞箇所に遭遇した際には，⼀旦，⾼速道路から降り，⾼速以外を⾛⾏
して閉塞箇所を回避し，再び，⾼速道路に戻るという移動も想定する。なお，3.3 節では，
特定緊急輸送道路だけでなく，⼀般緊急輸送道路も利⽤可能であると想定して，シミュレー
ションを実⾏する。 
 
②特定緊急輸送道路（高速以外）から進入する場合 

⼤地震発⽣直後は安全確認のために⾼速道路は封鎖され，緊急⾞両といえども通⾏でき
ない場合も想定される。そこで，特定緊急輸送道路（⾼速以外）から進⼊する場合には，特
定緊急輸送道路（⾼速以外）のみを利⽤した⾛⾏を想定する（表 3.2.2-3）。なお，3.3 節で
は，特定緊急輸送道路だけでなく，⼀般緊急輸送道路も利⽤可能であると想定して，シミュ
レーションを実⾏する。 
 
以上の準備の下で，緊急活動シミュレーションを，進⼊地点と⽬的地点（⼤規模救助救出

拠点）のすべての組み合わせについて，それぞれ 1,000回実⾏し，アクセシビリティ指標（到
達可能率および移動距離増加率）を算出した。本章では，特定沿道建築物の耐震化推進に関
する検討を⾏う上で，アクセシビリティに基づいた議論を⾏う有⽤性を⽰すことを⽬的と
するため，個々の沿道建築物の影響や，個々の拠点施設へのアクセシビリティなど，個別的
で局所的な特性ではなく，すべての進⼊地点からすべての拠点施設へのアクセシビリティ
の平均値を⽤いて議論することとする。 
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表 3.2.2-3 シミュレーション実⾏時における進⼊地点および使⽤道路の想定 
 

 想定する使⽤道路 
特定緊急輸送道路 
（⾼速道路） 

特定緊急輸送道路 
（⾼速以外） 

⼀般緊急輸送道路 

3.2節 特定緊急輸送道路のアクセシビリティ評価 
① 特定緊急輸送道路 
 （⾼速道路）から進⼊ 
 （進⼊地点❶〜❽） 

○ 
（使⽤可能） 

○ 
（使⽤可能） 

× 
（使⽤不能） 

② 特定緊急輸送道路 
 （⾼速以外）から進⼊ 
 （進⼊地点⑨〜⑭） 

× 
（使⽤不能） 

○ 
（使⽤可能） 

× 
（使⽤不能） 

3.3節 ⼀般緊急輸送道路の役割 
① 特定緊急輸送道路 
 （⾼速道路）から進⼊ 
 （進⼊地点❶〜❽） 

○ 
（使⽤可能） 

○ 
（使⽤可能） 

○ 
（使⽤可能） 

② 特定緊急輸送道路 
 （⾼速以外）から進⼊ 
 （進⼊地点⑨〜⑭） 

× 
（使⽤不能） 

○ 
（使⽤可能） 

○ 
（使⽤可能） 
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3. 特定緊急輸送道路のアクセシビリティ評価 
3.1 道路閉塞率の空間分布 

 
特定緊急輸送道路および⼀般緊急輸送道路における道路閉塞率（計 1,000回のシミュレー

ションのうち，各道路リンクが閉塞した回数の割合）の空間分布を図 3.3.1-1 および図 3.3.1-
2 に⽰してある。特定緊急輸送道路（⾼速道路）では，東京都全域において道路閉塞率は⾼
くない（図 3.3.1-1）。⼀⽅，特定緊急輸送道路（⾼速以外）および⼀般緊急輸送道路では，
道路閉塞率に地域的な偏りが⾒られる（図 3.3.1-2）。杉並区，荒川区，世⽥⾕区の⼀部では
道路閉塞率が 50% を超える道路リンクが存在することが分かる。 

 

 

図 3.3.1-1 特定緊急輸送道路（⾼速道路）における道路閉塞率の空間分布 
 

 

図 3.3.1-2 特定緊急輸送道路（⾼速以外）における道路閉塞率の空間分布 
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3.2 特定緊急輸送道路のアクセシビリティ評価 
 

特定緊急輸送道路のアクセシビリティについて明確に把握するため，まず，特定緊急輸送
道路のみの利⽤を想定した緊急活動シミュレーションを実⾏した。現状（平成 27 年 9⽉末
時点）における特定緊急輸送道路全体の耐震化率は 80.6％である（表 3.3.2-1）。このときの
到達可能率は，特定緊急輸送道路（⾼速道路）から進⼊した場合 70.4%であり，約 3割の拠
点施設に到達できない可能性がある。また，特定緊急輸送道路（⾼速以外）から進⼊した場
合には，到達可能率は 27.3%と⾮常に低い。また，移動距離増加率は，それぞれ 1.25，1.27
である。特定緊急輸送道路（⾼速以外）の⽅が特定緊急輸送道路（⾼速道路）よりも特定沿
道建築物の倒壊の影響を受けやすく，閉塞しやすい性向が現れている。 
 

表 3.3.2-1 現状におけるアクセシビリティ指標の推定結果 
（特定緊急輸送道路全体の耐震化率：80.6％） 

 

 到達可能率 移動距離増加率 
① 特定緊急輸送道路（⾼速道路）から進⼊ 70.4% 1.25 

② 特定緊急輸送道路（⾼速以外）から進⼊ 27.3% 1.27 
 
次に，耐震化が進捗した場合における，アクセシビリティの変化（耐震化の効果）につい

て検討する。このとき，どのように耐震化が進捗するか（どの建物がどのように耐震化され
るか）を予⾒することは容易ではない。そこで，ここでは以下の極端な 3つの耐震化シナリ
オを想定し，これらのシナリオの相対的な関係をもとに，実際の推移について検討すること
とした（表 3.3.2-2）。 
 

表 3.3.2-2 耐震化シナリオ 
 

耐震化シナリオ 1： Is値が⼩さい順 （Is 値が⼩さい建物から順に耐震化された場合） 
耐震化シナリオ 2： ランダム （ランダムに耐震化された場合） 
耐震化シナリオ 3： Is値が⼤きい順 （Is 値が⼤きい建物から順に耐震化された場合） 
 

シミュレーションでは，切りの良い 5.0％刻みの耐震化率（85％，90％，95％，100％）の
他に，現状からの改善効果を理解しやすくするために，Is値が 0.2以下の建物（358棟：全
特定沿道建築物の約 2％），Is値が 0.3以下の建物（985棟：全特定沿道建築物の約 5％）を
耐震化した場合についても計算を⾏っている。 

沿道建築物の耐震化効果は，耐震化シナリオによって⼤きく異なる（図 3.3.2-3）。Is 値の
⼩さい順に耐震化が進めば，たとえ 2.0%の建物が耐震化されるだけでも，特定緊急輸送道
路（⾼速道路）による到達可能率は 92.6%まで，移動距離増加率は 1.11まで⼤きく改善され
ることがわかる（図 3.3.2-3(a), (b)）。また，特定緊急輸送道路（⾼速以外）の場合は，それ
ぞれ 63.2%，1.16まで改善される（図 3.3.2-3(c), (d)）。すなわち，Is値が⼩さい脆弱な特定
沿道建築物が道路閉塞率の⾼低を⽀配しているため，これらを優先的に耐震化することの
効果は⾮常に⾼いことがわかる。⼀⽅，Is値が⼤きい順に耐震化が進んだ場合には，たとえ
全体の耐震化率が 98.0%（約 18%の建物の耐震化）まで進捗したとしても，その効果は限定
的である（前述した Is値が 0.2 以下の建物の耐震化効果と同程度）。 
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図 3.3.2-3 特定緊急輸送道路を⽤いた⼤規模救出救助活動拠点へのアクセシビリティ評価 
 
しかし，実際には，Is値が⼩さい脆弱な建物の耐震改修は容易ではなく多額の費⽤も要す
ることから，Is 値が⼤きい建物よりも Is 値が⼩さい建物の⽅が，耐震化の速度は遅い可能
性もある。すなわち，建物の耐震化がランダムに進⾏した場合の結果と Is 値が⼤きい順に
進⾏した場合の結果の間で現実的な推移があるとすれば，特定沿道建築物の耐震化率の⾼
さだけを⽬標に整備を促進しても，そのアクセシビリティ改善効果は，限定的である。特定
緊急輸送道路の頑健なアクセシビリティを意識した戦略的な耐震化推進が求められる。 
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3.3 ⼀般緊急輸送道路の役割 
 

特定緊急輸送道路（⾼速道路，⾼速以外）と⼀般緊急輸送道路の両者を使⽤して緊急活動
シミュレーションを実⾏した。 
現状の耐震化率（特定緊急輸送道路 80.6％，⼀般緊急輸送道路 75.0％）における到達可能
率は，特定緊急輸送道路（⾼速道路）から進⼊した場合は 97.3%，特定緊急輸送道路（⾼速
以外）から進⼊した場合には 95.3%である（表 3.3.3-1）。特定緊急輸送道路のみを使⽤した
場合の到達可能率と⽐較すると，特定緊急輸送道路（⾼速道路）から進⼊した場合は 26.9 ポ
イント，特定緊急輸送道路（⾼速以外）から進⼊した場合には 68.0 ポイント，それぞれ⼤
きく向上している。すなわち，⼀般緊急輸送道路は特定緊急輸送道路のアクセシビリティの
確保を図る上で，⾮常に重要な補助的な役割を担っていることがわかる。 

 
表 3.3.3-1 現状におけるアクセシビリティ指標の推定結果 

（特定緊急輸送道路全体の耐震化率：80.6％， 
 ⼀般緊急輸送道路全体の耐震化率：75.0％） 

 

① 特定緊急輸送道路（⾼速道路）から進⼊ 
 3.1節*1 3.2節*2 差（3.2節-3.1節） 

到達可能率 70.4% 97.3% + 26.9 ポイント 
移動距離増加率 1.25 1.13 - 0.12 

 

② 特定緊急輸送道路（⾼速以外）から進⼊ 
 3.1節*1 3.2節*2 差（3.2節-3.1節） 

到達可能率 27.3% 95.3% + 68.0 ポイント 
移動距離増加率 1.27 1.20 - 0.07 

  *1 特定緊急輸送道路のみを利⽤して拠点施設へ移動する。 
  *2 特定緊急輸送道路および⼀般緊急輸送道路を利⽤して移動する。 

 

次に，⼀般緊急輸送道路の沿道建築物はランダムに耐震化されると仮定し，現状の耐震化
率 75％から 5％刻みで 85％まで，すなわち，75％，80％，85％の３つの⼀般緊急輸送道路
の耐震化率について検討した。その結果を，それぞれ図 3.3.3-2 の⼀点鎖線，点線，実線に
⽰した。また，特定緊急輸送道路，もしくは，⼀般緊急輸送道路の沿道建築物を，現状から
10%耐震化した場合の到達可能率を表 3.3.3-3 に⽰した。 

沿道建築物を現状からランダムに 10%耐震化した場合の到達可能率は，特定緊急輸送道
路の場合，98.2%（表 3.3.3-3○う），⼀般緊急輸送道路の場合，97.7%（表 3.3.3-3○お）である。
⼀般緊急輸送道路を耐震化することによるアクセシビリティ向上効果は，相対的に⼩さい
ことが分かる。これは，⼀般緊急輸送道路は，緊急⾞両の移動上，特定緊急輸送道路の補助
的な役割を果たす道路であり，それらを耐震化しても，間接的なアクセシビリティ向上効果
（迂回経路の確保など）しか得られないためである。⼀⽅，⼀般緊急輸送道路をランダムに
10%耐震化した場合の到達可能率は，特定沿道建築物を Is 値が⼤きい順に 10%耐震化した
場合よりも⼤きく，⼀定のアクセシビリティ向上効果が⾒込まれる（表 3.3.3-3○え，○お）。す
なわち，特定沿道建築物の耐震化が思うように進捗しない現状下では，⼀般緊急輸送道路の
耐震化促進は，アクセシビリティの確保を図る上で重要である。特定沿道建築物のみでなく，
⼀般緊急輸送道路の沿道建築物についても，耐震化の進捗状況を同様に注視し，耐震化を積
極的に進めることが重要である。 
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図 3.3.3-2 特定緊急輸送道路および⼀般緊急輸送道路を⽤いた 
⼤規模救出救助活動拠点へのアクセシビリティ評価 
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表 3.3.3-3 現状から 10%耐震化した場合の到達可能率 
（特定緊急輸送道路（⾼速道路）から進⼊した場合） 

 到達可能率 現状との差 

現状の耐震化率 

・特定緊急輸送道路 80.6％ 
・⼀般緊急輸送道路 75.0％ 

○あ 97.3%  

特定沿道建築物を現状から 10.0%耐震化 

・特定緊急輸送道路 90.0％ 
・⼀般緊急輸送道路 75.0％ 

耐震化シナリオ 1 
Is値が⼩さい順 ○い 99.6% +2.3 ポイント 

耐震化シナリオ 2 
ランダム ○う 98.2% +0.9 ポイント 

耐震化シナリオ 3 
Is値が⼤きい順 ○え 97.5% +0.2 ポイント 

一般沿道建築物を現状から 10.0%耐震化 

・特定緊急輸送道路 80.6％ 
・⼀般緊急輸送道路 85.0％ 

○お 97.7% +0.4 ポイント 
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4. 第三章のまとめ 
 

本章では，特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化とアクセシビリティの関係について分
析した。具体的には，まず，緊急活動シミュレーションモデル（第⼆章）を⽤いて，地表⾯
最⼤速度（PGV）66 cm/s の揺れを想定し，特定緊急輸送道路を⽤いた，東京都隣接県から
東京都内の⼤規模救出救助活動拠点への到達可否および所要移動距離を推定した。次に，⽬
的地点（拠点施設）までの到達可能性と移動時における効率性（迂回時間など）の視点から，
⼤規模救出救助活動拠点へのアクセシビリティおよび沿道建築物の耐震化推進によるアク
セシビリティの改善効果を定量的に評価した。 
その結果，現状（平成 27 年 9⽉現在）の耐震化率における到達可能率は，⾼速道路から
進⼊した場合，70.4%であり，約 3割の⼤規模救出救助活動拠点に到達できない可能性があ
ることを⽰した。また，特定緊急輸送道路（⾼速以外）から進⼊した場合には，到達可能率
は 27.3%と⾮常に低い。 
また，極端な 3種類の耐震化シナリオを想定し，特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化に

よるアクセシビリティ向上に果たす効果を定量的に評価した。沿道建築物の耐震化により，
アクセシビリティは改善されるが，特に，耐震性能の低い沿道建築物を優先的に整備するこ
との効果は⼤きい。具体的には，Is値が 0.2以下の建物（358棟：全体の約 2％）を耐震化
するだけでも，⾼速道路から進⼊した場合の到達可能率は 92.6%まで改善することを⽰し
た。⼀⽅，Is値が⼤きい順に耐震化が進んだ場合には，たとえ全体の耐震化率が 98.0%（約
18%の建物の耐震化）まで進捗したとしても，その効果は限定的であることを⽰した。 
さらに，⼀般緊急輸送道路と特定緊急輸送道路を⽤いたアクセシビリティ評価を⾏い，⼀
般緊急輸送道路は特定緊急輸送道路の機能確保にとって重要な補助的役割を果たすことを
⽰した。また，⼀般緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化は，特定緊急輸送道路には劣るもの
の，⼀定のアクセシビリティ向上効果があることを⽰した。すなわち，特定沿道建築物の耐
震化が思うように進捗しない現状下では，⼀般緊急輸送道路の沿道建築物についても，耐震
化を積極的に進めることが重要である。なお，本章では，⼀般沿道建築物の Is 値について
は，特定沿道建築物の平均値を⽤いて分析したが，より詳細な分析のためには，⼀般沿道建
築物についても耐震診断を実施し，その結果をもとに耐震化推進のための施策について検
討することが望ましい。 

本章では⼤規模救出救助活動拠点へのアクセシビリティをもとに検討したが，災害時に
おける重要な防災拠点施設（役所，拠点病院，避難所など）へのアクセシビリティを評価す
ることも必要であり，そのためには⼀般緊急輸送道路を含めた地域内の主要道路を⽤いた
分析も必要である。緊急輸送道路のアクセシビリティは，道路ネットワークの性状や脆弱な
沿道建築物の空間分布に⼤きく依存しており，進⼊地点や拠点施設ごとの局所的な特性（拠
点施設の緊急輸送道路との接続の仕⽅や拠点付近の脆弱建物の集中など）に関する，より具
体的な分析が必要である。これらの事項については，第四章および第五章において，議論を
⾏う。 
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第四章 
⼤地震発⽣時におけるアクセシビリティが
脆弱な沿道区域の抽出⽅法 
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1. アクセシビリティ脆弱区域の抽出⽅法 
 
本章では，⼤地震時の物的被害下において，拠点施設へのアクセシビリティが脆弱な沿道

区域（通⾏機能が確保されない沿道区域）の抽出⽅法を提案する。従来のアクセシビリティ
指標では，特定の 2 拠点間の移動性のみを評価対象とするため，拠点間の移動可否や所要移
動時間などの情報しか得られていない。そのため，どの道路閉塞がアクセシビリティ低減の
原因であるかを特定することは，困難である（図 4.1.1-1）。 

本章では，分析対象地域内の全地点から，拠点施設への移動経路を推定することで，拠点
施設へ到達不能となる道路リンク（以下，孤⽴リンク）を⾯的に把握する（図 4.1.1-2）。な
お，本研究では，拠点施設へ到達可能な経路が存在しない場合を，「拠点施設へ到達不能で
ある」と表現する。これにより，緊急⾞両の通⾏機能が阻害される可能性の⾼い沿道区域を
ミクロスケール（建物・道路リンク単位）に特定することが可能になり，ひいては，路線単
位（例えば，補助 154 号線など）で耐震化を推進した場合のアクセシビリティ向上効果に
ついての議論が可能となる。 
 

 
 

 

図 4.1.1-1 
道路閉塞によって拠点施設へ到達不能な場合 

 

図 4.1.1-2 
孤⽴リンクの抽出⽅法 

 
以上を踏まえて，拠点施設へのアクセシビリティを評価する指標（リンク孤⽴率，および，
ネットワーク孤⽴率）を提案する。 

 
(a) リンク孤立率 

リンク孤⽴率（以下，LI値；Link Isolation ratio）は，「全シミュレーション試⾏（K回）
の内，道路リンク jが⽬的地点（拠点施設）dへ到達不能となる回数の割合」である（式(12)）。
なお，LI値は，ODペア間の到達可能性を評価する到達可能率（p. 22，第三章 1節 式(10)）
を道路リンク単位で推定し，1から引いた値と同義である。 

 

!"($, &) = 1 − ∑ ,(-, $, &).∈0
1           (12) 

 

ここで，K はシミュレーションの試⾏回数，,(-, $, &)は k 回⽬の試⾏における道路リンク j
から⽬的地点 dへの到達可否を表すダミー変数（1:到達可能，0:到達不能）である。 
この指標を⽤いれば，分析対象地域内における緊急⾞両の通⾏機能が阻害される可能性

の⾼い沿道区域を道路リンク単位かつ⾯的に把握可能となる。
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(b) ネットワーク孤立率 
LI 値は，⽬的地点へのアクセシビリティを道路リンク単位で評価する指標であり，分析
対象地域全体のアクセシビリティを把握するには不向きである。そこで，⽬的地点へのアク
セシビリティを地域単位で評価可能な指標として，ネットワーク孤⽴率（以下，NI 値；
Network Isolation ratio）を提案する。NI 値は，「⽬的地点 d へ到達不能となる道路リンク
の総延⻑が，道路網の総延⻑に占める割合の平均値」である（式(13)）。 

 

3"(&) =
∑ 4∑ 5(-, $, &)6∈ 789

∑ !($)6∈ 789
: ;0

.
1     (13) 

 

ここで，Kはシミュレーションの試⾏回数， bRAは地域 A内の道路リンク集合，5(-, $, &)は
k回⽬の試⾏における道路リンク jの⽬的地点 dへ到達不能となる箇所の⻑さ（m），!($)は
道路リンク j のリンク⻑（m）である。なお，各道路リンクにおける到達判定は，以下の 3
パターンに分類可能である。 

 

① 道路リンク jの全ての沿道区域に到達可能な場合： 5(-, $, &) = 0 
② 道路リンク jの⼀部の沿道区域に到達不能な場合： 0 < 5(-, $, &) < !($) 
③ 道路リンク jの全ての沿道区域に到達不能な場合： 5(-, $, &) = !($) 

 

LI値は，到達不能となった回数のみを基に，アクセシビリティ指標を算出するため，②と
③を区別しない。⼀⽅，NI 値は，活動圏域内において到達不能となる沿道区域が占める割
合を評価するため，②と③を区別した上で，道路リンク内で到達不能となる⻑さを精緻に計
算し，⻑さを基にアクセシビリティ指標を算出する。 
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2. 使⽤データおよびシミュレーションの設定条件 
2.1 使⽤データ 
 

(a) 建物データ 

建物については，東京都都市計画 GISデータの⼀部である⼟地・建物利⽤現況調査（東京
都区部（平成 23 年度）44)および多摩・島しょ地域（平成 24 年度）45)）を⽤いる（総建物数
2,766,079 棟）（図 4.2.1-1）。このデータは，階数や建築⾯積，建物⽤途等の属性情報を有し
ている。さらに，建物の形状（建物の下層と上層の床⾯積の違い）を考慮して，延べ床⾯積
を算定することが可能である。しかし，構造耐震指標（Is値）や実構造・建築年に関する属
性情報は，有していない。そのため，本章では，町丁⽬単位で得られている実構造別・建築
年別の建物割合クロス集計表を元に，各建物の詳細な属性を推定する。さらに，本研究で考
慮困難であった要因の中には，GISデータの属性情報を精緻化することで，考慮可能となる
要因も存在する（例えば，各道路リンクにおける中央分離帯の有無や各建物における耐震・
改修の有無など）。より実践的な議論を可能とするため，GISデータにおける属性情報の精
緻化が求められる。なお，本章では，薄井らの建物敷地の接道に関する研究 46)を参考に，道
路境界線から 4.0m未満に存在する建物を沿道建築物と⾒なす（図 4.2.1-2）。 

 

 

図 4.2.1-1 建物データおよび道路データの例 
 

 

図 4.2.1-2 道路と沿道建築物集合の関係 41) 
 



第四章 ⼤地震発⽣時におけるアクセシビリティが脆弱な沿道区域の抽出⽅法 

 -43- 

(b) 道路データ 

道路については，緊急輸送道路などの主要道路だけでなく，細街路も含まれている GISデ
ータを利⽤する（総リンク数 615,743 本，総ノード数 457,755個）（図 4.2.1-1）。なお，この
道路データは，⾼速道路を含まないことに注意する。このデータは，道路リンク間の接続関
係だけでなく，道路⻑さや道路幅員などの属性情報を有する点で優れている。しかし，道路
リンクごとの通⾏速度や道路種別，中央分離帯の有無に関する属性情報は得られていない。
そこで，国⼟交通省が公開している道路ネットワークデータ 39)を参考に，緊急輸送道路に
関する属性（特定緊急輸送道路，⼀般緊急輸送道路，その他の道路）を付与した。また，道
路交通法や道路構造令を参照し，各道路リンクの通⾏速度を設定した 7), 47)(表4.2.1-3)。なお，
東⽇本⼤震災前後の⼀般⾞両の⾛⾏実績 48)を参考に，災害時の通⾏速度は，平常時の半分
になると想定した。 

 
表 4.2.1-3 ⼤地震時における道路リンク jの通⾏速度 

 

道路リンク jの有効幅員 We ⾞両移動時 歩⾏移動時 

12.0 m≦We 30.0 km/h (60.0 km/h)* 5.0 km/h 

6.0 m≦We < 12.0 m 20.0 km/h (40.0 km/h) * 5.0 km/h 

We < 6.0 m 10.0 km/h (20.0 km/h) * 5.0 km/h 

*括弧内は，平常時における通⾏速度を⽰している。 
 

表 4.2.1-4 分析対象建物数，道路リンク数，および，ノード数 
 

 建物数（棟） リンク数（本） ノード数（個） 

緊急輸送道路（第四章で使⽤） 102,087* 26,954 26,158 
合計 2,766,079 615,743 457,755 

*緊急輸送道路の沿道建築物数 
 

(c) 拠点施設（災害拠点病院）のデータ 

拠点施設の例として⽤いる災害拠点病院（計 80箇所）は，災害時における東京都の医療
救護活動（傷病者の受け⼊れおよび医療救護班の派遣など）の拠点となる病院である 40)（図
4.2.1-5，図 4.2.1-6，表 4.2.1-7）。⼀般に，災害時における医療体制は，⼆次医療圏（病院等
における⼊院に係る医療を提供可能な地域単位）単位で整備され，各災害拠点病院は，当該
圏内において医療救護活動を⾏う（図 4.2.1-5，表 4.2.1-8）。災害拠点病院については，東京
都が公表している災害拠点病院⼀覧 49)を元に GIS データを作成し，その⽴地状況を仔細に
確認した上で，周辺の緊急輸送道路との接続関係を設定した。 



 第四章 ⼤地震発⽣時におけるアクセシビリティが脆弱な沿道区域の抽出⽅法 

 -44- 

 

図 4.2.1-5 災害拠点病院および⼆次医療圏の空間分布 
（図中の丸数字は，⼆次医療圏の No.を⽰す（表 4.2.1-8）。）
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図 4.2.1-6 災害拠点病院および⼆次医療圏の空間分布（拡⼤版） 
（図中 のラベルは，災害拠点病院の No.を⽰す（表 4.2.1-7）。）
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表 4.2.1-7 災害拠点病院⼀覧 
 

No. 病院名  No. 病院名 

1 がん研究会有明病院  41 平成⽴⽯病院 

2 武蔵野⾚⼗字病院  42 東京都保健医療公社東部地域病院 

3 杏林⼤学医学部付属病院  43 江⼾川病院 

4 ⾄誠会第⼆病院  44 博慈会記念総合病院 

5 東京慈恵会医科⼤学附属第三病院  45 苑⽥第⼀病院 

6 慶応義塾⼤学病院  46 東京曳⾈病院 

7 東京⼥⼦医科⼤学病院  47 三井記念病院 

8 国⽴国際医療研究センター病院  48 ⽇本⼤学病院 

9 東京⼭⼿メディカルセンター  49 順天堂⼤学医学部附属順天堂医院 

10 東京都保健医療公社⼤久保病院  50 ⽇本医科⼤学付属病院 

11 新渡⼾記念中野総合病院  51 東京都⽴墨東病院 

12 ⽴正佼成会附属佼成病院  52 東京⼤学医学部付属病院 

13 東京医科⼤学病院  53 永寿総合病院 

14 ⽇本⾚⼗字社医療センター  54 東京新宿メディカルセンター 

15 池上総合病院  55 東京医科⻭科⼤学医学部附属病院 

16 東邦⼤学医療センター⼤森病院  56 東京慈恵会医科⼤学葛飾医療センター 

17 昭和⼤学病院 
 

57 
順天堂⼤学医学部附属 

順天堂江東⾼齢者医療センター 

18 東京都⽴広尾病院  58 東京臨海病院 

19 北⾥⼤学北⾥研究所病院  59 東京都済⽣会中央病院 

20 ＮＴＴ東⽇本関東病院  60 東京慈恵会医科⼤学附属病院 

21 ⼤森⾚⼗字病院  61 昭和⼤学江東豊洲病院 

22 東京労災病院  62 聖路加国際病院 

23 東京都⽴松沢病院  63 国⽴病院機構災害医療センター 

24 東京都保健医療公社荏原病院  64 公⽴阿伎留医療センター 

25 公⽴学校共済組合関東中央病院  65 公⽴福⽣病院 

26 国⽴病院機構東京医療センター  66 ⻘梅市⽴総合病院 

27 東京北医療センター  67 東海⼤学⼋王⼦病院 

28 帝京⼤学医学部附属病院  68 東京医科⼤学⼋王⼦医療センター 

29 東京都⽴⼤塚病院  69 ⽇野市⽴病院 

30 東京都健康⻑寿医療センター  70 町⽥市⺠病院 

31 東京都保健医療公社豊島病院  71 ⽇本医科⼤学多摩永⼭病院 

32 ⽇本⼤学医学部附属板橋病院  72 稲城市⽴病院 

33 練⾺光が丘病院  73 南町⽥病院 

34 東京警察病院  74 東京都保健医療公社多摩南部地域病院 

35 荻窪病院  75 公⽴昭和病院 

36 順天堂⼤学医学部附属練⾺病院  76 東京都⽴多摩・⼩児総合医療センター 

37 東京⼥⼦医科⼤学東医療センター 
 

77 
東京都保健医療公社 

多摩北部医療センター 

38 江東病院  78 国⽴病院機構東京病院 

39 東京都⽴駒込病院  79 東⼤和病院 

40 ⻄新井病院  80 佐々総合病院 
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表 4.2.1-8 ⼆次医療圏⼀覧 
 

No. 名称 市区町村（災害拠点病院 No.（表 4.2.1-6 に対応）） 

① 区中央部保健医療圏 
千代⽥区，中央区，港区，⽂京区，台東区 
（19, 39, 47, 48, 49, 50, 52, 53, 55, 59, 60, 62） 

② 区南部保健医療圏 
品川区，⼤⽥区 
（15, 16, 17, 20, 21, 22, 24） 

③ 区⻄南部保健医療圏 
⽬⿊区，世⽥⾕区，渋⾕区 
（4, 14, 18, 23, 25, 26） 

④ 区⻄部保健医療圏 
新宿区，中野区，杉並区 
（6, 7, 8, 9, 10, 11, 12, 13, 34, 35, 54） 

⑤ 区⻄北部保健医療圏 
豊島区，北区，板橋区，練⾺区 
（27, 28, 29, 30, 31, 32, 33, 36） 

⑥ 区東北部保健医療圏 
荒川区，⾜⽴区，葛飾区 
（37, 40, 41, 42, 44, 45, 56） 

⑦ 区東部保健医療圏 
墨⽥区，江東区，江⼾川区 
（1, 38, 43, 46, 51, 57, 58, 61） 

⑧ ⻄多摩保健医療圏 
⻘梅市，瑞穂町，⽇の出町，檜原町，奥多摩町，福⽣市，
⽻村市，あきる野市 
（64, 65, 66） 

⑨ 南多摩保健医療圏 
⼋王⼦市，町⽥市，⽇野市，多摩市，稲城市 
（67, 68, 69, 70, 71, 72, 73, 74） 

⑩ 北多摩⻄部保健医療圏 
⽴川市，昭島市，国分寺市，国⽴市，東⼤和市，武蔵村
⼭市 
（63, 79） 

⑪ 北多摩南部保健医療圏 
武蔵野市，三鷹市，府中市，調布市，⼩⾦井市，狛江市 
（2, 3, 5, 76） 

⑫ 北多摩北部保健医療圏 
⼩平市，東村⼭市，清瀬市，東久留⽶市，⻄東京市 
（75, 77, 78, 80） 
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2.2 シミュレーションの設定条件 
 

本章では，第三章と同様に，具体的な想定地震は設定せず，東京湾北部地震および都⼼南

部直下地震の被害想定結果を参考に，すべての地点において計測震度 6.2 の揺れを想定し
た。すなわち，震源位置や地盤性状の影響を考慮せず，各災害拠点病院へのアクセシビリテ

ィを相対的に評価することを⽬的とした。さらに，童ら 41)の⼿法を⽤いて地表⾯最⼤速度
（PGV）に換算した値（66 cm/s）を，シミュレーションにおける地震強度とした。 

本章では，通⾏機能の確保が特に急務である緊急輸送道路のみの使⽤を想定して，緊急活
動シミュレーションを実⾏した注7。具体的には，実構造・建築年に基づく建物倒壊確率モデ

ル（第⼆章 2.2節，p. 14）を⽤いて，建物単位で全壊判定を⾏った。その上で，⽡礫流出確
率に基づく道路閉塞確率モデル（p. 17，第⼆章 3.2節）を⽤いて，東京都内の緊急輸送道路

の閉塞状況を推定した。第三章では，隣接県からの⼤規模な移動を想定しているため，より
安全側の評価となるように，有効幅員を 6.0m に設定したが，本章では，⽐較的狭い活動圏

域内における，より実質的な活動についてアクセシビリティを評価するため，道路リンクの

有効幅員が 4.0m 未満となった場合に，緊急⾞両の通⾏が不能である（閉塞）と想定した。
このとき，緊急輸送道路における中央分離帯の存在は考慮しない。さらに，緊急⾞両のみに

よる移動を想定し，各災害拠点病院への到達可否を推定した（p. 18，第⼆章 4節）。 
以上の準備の下で，緊急活動シミュレーションを K=100 回実⾏し，アクセシビリティ指
標を算出した。以降の分析では，LI値は，「全シミュレーション試⾏（K回）の内，道路リ

ンク jから⼆次医療圏 A内の災害拠点病院へ到達不能となる（孤⽴する）回数の割合」を，
NI値は，「⼆次医療圏 Aにおける孤⽴リンクの総延⻑（lA）が，⼆次医療圏 A内の道路網の

総延⻑（LA）に占める割合（lA / LA）」を⽰している。 

                                                        
注7道路リンクの頑健性は，それぞれが担う交通機能によって異なる（⼀般に，下位階層の道

路リンクほど，頑健性が低い。そのため，全ての道路リンクを対象に，アクセシビリティ評
価を⾏うと，上位階層におけるアクセシビリティ脆弱区域を把握することが困難となる。つ
まり，アクセシビリティが脆弱な沿道区域を抽出する際には，同等の通⾏機能が求められる

道路リンク集合を対象にアクセシビリティ評価を⾏う必要がある。 
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3. 東京都内の緊急輸送道路を⽤いた災害拠点病院
へのアクセシビリティ評価 

3.1 道路閉塞の空間分布 
 
緊急輸送道路における道路閉塞率（計 100回のシミュレーションのうち，各道路リンクが

閉塞した回数の割合）の空間分布を図 4.3.1-1 に⽰してある。荒川区や台東区，23 区⻄部

（Area I）において，道路閉塞率の⾼い道路リンクが存在するものの，道路閉塞率が 10.0%
を超える道路リンクは，全体の 5.9%に留まる（図 4.3.1-2）。緊急輸送道路は，広幅員道路を
中⼼に指定されているため，道路閉塞率は低い傾向にある。 
 

 

図 4.3.1-1 道路閉塞率の空間分布 
 

 

図 4.3.1-2 道路閉塞率の累積度数分布 
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3.2 リンク孤⽴率の空間分布 
 
緊急輸送道路のリンク孤⽴率（以下，LI値）（p. 40，式(12)）の空間分布を図 4.3.2-1 に⽰
してある。なお，道路閉塞率と LI 値の空間分布は，凡例の⽬盛間隔が異なる（図 4.3.1-1，
図 4.3.2-1）。道路リンクごとの LI 値は，各道路リンクから⼆次医療圏内の災害拠点病院へ
到達不能となる割合を⽰している。例えば，⾚⾊で⽰された道路リンクにおいては，80%か
ら 100%の確率で，いずれの災害拠点病院へも到達できないことを⽰している。つまり，LI
値の空間分布をみると，道路閉塞率の空間分布のみからは読み取ることが困難である，災害

拠点病院へのアクセシビリティが脆弱な沿道区域を把握することができる。 
例えば，緊急輸送道路が密に整備されている区間では（図 4.3.2-1，Area II），緊急⾞両が

道路閉塞に遭遇した場合も，複数の迂回経路が存在するため，LI 値が広域に悪化すること
はない。⼀⽅，緊急輸送道路の整備が疎である区間では（図 4.3.2-1，Area III），道路閉塞に

遭遇した際に，迂回経路が存在しないため，広い範囲で孤⽴リンクが発⽣する傾向が⾒てと
れる。 

 

図 4.3.2-1 LI値の空間分布 
 

次に，道路閉塞率と LI値の関係を図 4.3.2-2 に⽰してある。LI値は，全体の 50.1%の道路

リンクで道路閉塞率よりも⾼い値を⽰し（全体の 40.9%の道路リンクでは，道路閉塞率と LI
値が同じ値を⽰す），全体の 15.3%の道路リンクで，15.0 ポイント以上の差が⽣じている。
各道路リンクが孤⽴するか否か値は，⾃⾝の閉塞状況だけでなく，周辺の道路リンクの閉塞
状況からも影響を受けるため，LI 値は，道路閉塞率よりも⾼い値を⽰す傾向にあることが

わかる。 

 

図 4.3.2-2 LI値と道路閉塞率の差の累積度数分布 
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3.3 災害拠点病院ごとのネットワーク孤⽴率 
 

災害拠点病院ごとのネットワーク孤⽴率（以下，NI値）を図 4.3.3-1，表 4.3.3-3 に⽰して
ある。NI値は，48箇所（全体の 86.3％）の災害拠点病院において，40.0%以下の低い値を⽰
すが，7箇所（全体の 8.8%）の災害拠点病院では，50.0%を上回る値を⽰す。 

 

 

図 4.3.3-1 災害拠点病院ごとの NI値の空間分布 
 
NI 値が特に⾼い値を⽰す災害拠点病院は，複数の移動経路を選択可能な（3 本以上の道

路リンクが接続する）交差点との距離が⻑い（図 4.3.3-2）。そのため，災害拠点病院周辺で
閉塞道路に遭遇した場合，迂回経路が存在せず，災害拠点病院へ到達不能となる可能性が⾼

い。これらの災害拠点病院のアクセシビリティを改善するためには，災害拠点病院周辺にお

いて沿道建築物の耐震化を重点的に促進することが重要であると考えられる。 
 

 

図 4.3.3-2 東邦⼤学医療センター⼤森病院周辺の道路閉塞率および LI値の空間分布 
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表 4.3.3-3 災害拠点病院ごとの NI値⼀覧 

 
No. 病院名 NI値  No. 病院名 NI値 

1 がん研究会有明病院 4.5%  41 平成⽴⽯病院 9.8% 

2 武蔵野⾚⼗字病院 17.7%  42 
東京都保健医療公社東部

地域病院 
44.7% 

3 杏林⼤学医学部付属病院 12.8%  43 江⼾川病院 20.4% 

4 ⾄誠会第⼆病院 38.4%  44 博慈会記念総合病院 9.8% 

5 
東京慈恵会医科⼤学附属

第三病院 
32.8%  45 苑⽥第⼀病院 10.4% 

6 慶応義塾⼤学病院 14.1%  46 東京曳⾈病院 11.1% 

7 東京⼥⼦医科⼤学病院 30.8%  47 三井記念病院 4.5% 

8 
国⽴国際医療研究センタ

ー病院 
26.6%  48 ⽇本⼤学病院 5.5% 

9 
東京⼭⼿メディカルセン

ター 
32.2%  49 

順天堂⼤学医学部附属順

天堂医院 
5.5% 

10 
東京都保健医療公社⼤久

保病院 
14.1%  50 ⽇本医科⼤学付属病院 26.2% 

11 新渡⼾記念中野総合病院 29.1%  51 東京都⽴墨東病院 4.5% 

12 ⽴正佼成会附属佼成病院 14.9%  52 東京⼤学医学部付属病院 17.9% 

13 東京医科⼤学病院 14.1%  53 永寿総合病院 4.5% 

14 
⽇本⾚⼗字社医療センタ

ー 
43.7%  54 

東京新宿メディカルセン

ター 
26.0% 

15 池上総合病院 21.7%  55 
東京医科⻭科⼤学医学部

附属病院 
16.0% 

16 
東邦⼤学医療センター⼤

森病院 
93.9%  56 

東京慈恵会医科⼤学葛飾

医療センター 
9.8% 

17 昭和⼤学病院 8.1%  57 

順天堂⼤学医学部附属順

天堂江東⾼齢者医療セン

ター 

4.5% 

18 東京都⽴広尾病院 8.1%  58 東京臨海病院 4.5% 

19 北⾥⼤学北⾥研究所病院 18.9%  59 東京都済⽣会中央病院 6.4% 

20 ＮＴＴ東⽇本関東病院 9.9%  60 
東京慈恵会医科⼤学附属

病院 
4.5% 

21 ⼤森⾚⼗字病院 29.8%  61 昭和⼤学江東豊洲病院 4.5% 

22 東京労災病院 8.1%  62 聖路加国際病院 4.5% 

23 東京都⽴松沢病院 49.9%  63 
国⽴病院機構災害医療セ

ンター 
9.0% 

24 
東京都保健医療公社荏原

病院 
78.7%  64 公⽴阿伎留医療センター 28.2% 

25 
公⽴学校共済組合関東中

央病院 
11.8%  65 公⽴福⽣病院 28.9% 

26 
国⽴病院機構東京医療セ

ンター 
11.5%  66 ⻘梅市⽴総合病院 30.8% 
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27 東京北医療センター 12.6%  67 東海⼤学⼋王⼦病院 8.3% 

28 帝京⼤学医学部附属病院 24.5%  68 
東京医科⼤学⼋王⼦医療

センター 
8.3% 

29 東京都⽴⼤塚病院 17.7%  69 ⽇野市⽴病院 9.2% 

30 
東京都健康⻑寿医療セン

ター 
12.6%  70 町⽥市⺠病院 8.3% 

31 
東京都保健医療公社豊島

病院 
46.5%  71 

⽇本医科⼤学多摩永⼭病

院 
8.3% 

32 
⽇本⼤学医学部附属板橋

病院 
70.1%  72 稲城市⽴病院 8.3% 

33 練⾺光が丘病院 12.6%  73 南町⽥病院 61.9% 

34 東京警察病院 23.2%  74 
東京都保健医療公社多摩

南部地域病院 
8.3% 

35 荻窪病院 14.1%  75 公⽴昭和病院 19.6% 

36 
順天堂⼤学医学部附属練

⾺病院 
12.6%  76 

東京都⽴多摩・⼩児総合医

療センター 
28.8% 

37 
東京⼥⼦医科⼤学東医療

センター 
58.7%  77 

東京都保健医療公社多摩

北部医療センター 
21.6% 

38 江東病院 4.5%  78 国⽴病院機構東京病院 22.1% 

39 東京都⽴駒込病院 57.6%  79 東⼤和病院 20.8% 

40 ⻄新井病院 25.9%  80 佐々総合病院 54.1% 
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3.4 ⼆次医療圏ごとのネットワーク孤⽴率 
 
⼤地震発⽣時には，⼀部の災害拠点病院が，倒壊，もしくは，周囲の閉塞道路によってア

クセス困難となり，傷病者の受け⼊れが困難となる恐れがある。そのような場合，傷病者は，
⼆次医療圏内の他の災害拠点病院へ搬送されると考えられるが，圏域内の医療救護機能が

⼀部の利⽤可能な災害拠点病院に過度に偏ると，それらの災害拠点病院において，受け⼊れ
⼈数の限界に達してしまう可能性がある。つまり，⼆次医療圏内の医療救護機能が，圏域内
の災害拠点病院へ均等に分配されるかを評価する必要がある。そこで，本節では，⼆次医療

圏単位でアクセス可能な拠点施設数を考慮したアクセシビリティ評価を⾏う。 

例えば，3箇所の拠点施設を有する道路網上に複数の閉塞道路が発⽣している状況を想定
する（図 4.3.4-1）。この時，拠点 Aへは，全体の 40%の道路リンクから到達可能である（全
体の 60%の道路リンクからは到達困難）。つまり，拠点 Aの NI値は，60%である。同様に，
拠点 B および拠点 C の NI 値も求められる。次に，これらの値を踏まえ，到達可能な拠点

施設数と活動圏域単位で算出した NI値の関係を考える（図 4.3.4-2）。活動圏域内の 10％の

道路リンクは，いずれの拠点施設へも到達不能な孤⽴リンクである。つまり，「1 箇所の拠

点施設へ到達できるか」を考えた場合の NI値は，10%となる（図 4.3.4-2(a)）。同様に，到
達可能な活動拠点数が 2 拠点以下（図 4.3.4-2(b)），3箇所以下（図 4.3.4-2(c)）と増えるに

つれて，孤⽴する道路リンクが増え，NI値が悪化する様⼦を記述できる。 

 

図 4.3.4-1 閉塞リンクおよび孤⽴リンクの分布の例 

 

図 4.3.4-2 到達可能な拠点施設数と NI値の関係の例 
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⼆次医療圏ごとに集計したネットワーク孤⽴率（以下，NI値）の推移を，図 4.3.4-3 およ
び表 4.3.4-4 に⽰してある。東京都の 12の二次医療圏は，それぞれ，圏域内に存在する災害
拠点病院数が異なるため，ここでは，圏域内に存在する全拠点施設（M箇所）に占める到達
可能な拠点施設（m箇所）の割合α(=m/M)を横軸にとる。 
例えば，4つの災害拠点病院を有する⑥区東北部（ ）における，αと NI値に着⽬する。

⼆次医療圏内のいずれの災害拠点病院へも到達困難である場合の NI値（α=1/4）から，到
達可能な災害拠点病院数が，2 拠点未満（α=2/4），3 拠点未満（α=3/4），4 拠点未満（α
=4/4）となるにつれて，NI値が悪化する様⼦を確認できる。⑧⻄多摩（ ）や⑫北多摩北

部（ ）などの⼆次医療圏では，NI 値が⾼い値を⽰す。これらの⼆次医療圏では，災害時

に，いずれの災害拠点病院へも到達不能な区間が発⽣し，傷病者が医療救護活動を受けられ
ない可能性がある。また，NI 値が⾼い値を⽰す災害拠点病院（東邦⼤学医療センター⼤森

病院や⽇本⼤学医学部附属板橋病院など）が存在する⼆次医療圏（②区南部（ ）や⑤区⻄

北部（ ）など）では，⼀部の災害拠点病院へのアクセスを確保することが困難となる。こ
のような⼆次医療圏では，圏域内の医療救護機能が，少数の災害拠点病院に偏る可能性が⾼

い。災害拠点病院周辺，および，LI 値が⾼い値を⽰す道路リンクの沿道建築物を優先的に

耐震化するなど，⼆次医療圏における NI値を改善するための施策について検討する必要が

ある。 

 

図 4.3.4-3 ⼆次医療圏ごとの NI値の推移 
（M：⼆次医療圏内に存在する全拠点施設数，m：到達可能な拠点施設数） 
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表 4.3.4-4 ⼆次医療圏ごとの NI 値⼀覧 
（M：⼆次医療圏内に存在する全拠点施設数，m：到達可能な拠点施設数） 

 

No. ⼆次医療圏名 M 
NI 値（%） 

m=1 m=2 m=3 m=4 m=5 m=6 m=7 m=8 m=9 m=10 m=11 m=12 

1 区中央部 12 4.1 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 5.5 6.5 12.1 35.0 81.7 

2 区南部 7 7.2 8.1 8.1 9.9 36.4 81.5 99.1      

3 区⻄南部 6 7.5 8.1 9.0 15.3 45.6 77.9       

4 区⻄部 11 13.2 14.0 14.1 14.1 14.1 14.1 14.9 17.4 22.4 31.8 69.5  

5 区⻄北部 8 12.4 12.6 12.6 12.6 13.4 17.7 46.5 81.4     

6 区東北部 7 9.1 9.8 9.8 9.8 15.1 36.5 79.1      

7 区東部 8 3.8 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 5.5 26.9     

8 ⻄多摩 3 28.1 28.2 31.7          

9 南多摩 8 6.0 8.3 8.3 8.3 8.3 8.3 8.3 65.1     

10 北多摩⻄部 2 9.0 20.8           

11 北多摩南部 4 11.3 11.9 18.8 50.2         

12 北多摩北部 4 16.1 17.7 22.6 61.2         
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4. 第四章のまとめ 
 

本章では，⼤地震時において拠点施設へのアクセシビリティが脆弱となる沿道区域の抽
出⽅法を提案した。具体的には，まず，⼤地震時の物的被害下における孤⽴リンクに着⽬し
たアクセシビリティ指標（リンク孤⽴率（以下，LI 値），および，ネットワーク孤⽴率（以
下，NI 値））を提案した。次に，東京都全域において，地表⾯最⼤速度（PGV）66 cm/s の揺
れを想定した緊急活動シミュレーションモデル（第⼆章）を実⾏し，緊急輸送道路を⽤いた
災害拠点病院（計 80 箇所）へのアクセシビリティ評価を⾏った。 

緊急輸送道路のうち，道路閉塞率が 10.0%を超える道路リンクは，全体の 5.9%に留まっ
ており，道路閉塞率は低い傾向にあることを⽰した。さらに，LI 値を⽤いて，災害拠点病院
へのアクセシビリティが脆弱な沿道区域を抽出可能であることを⽰した。特に，緊急輸送道
路の整備が疎である区間では，広い範囲で孤⽴リンクが発⽣する傾向があることを⽰した。 

また，災害拠点病院ごとの NI 値をみると，7 箇所（全体の 8.8%）の災害拠点病院におい
て，50.0%を超える⾮常に⾼い値を⽰した。このような災害拠点病院が存在する⼆次医療圏
では，医療救護の負荷がアクセシビリティが⾼い災害拠点病院に集中する可能性が⾼い。災
害拠点病院周辺，および，LI 値が⾼い値を⽰す道路リンクの沿道建築物を優先的に耐震化
するなど，アクセシビリティを改善するための施策について検討する必要がある。 

本研究では，建物倒壊に起因する道路閉塞のみに着⽬して，拠点施設へのアクセシビリテ
ィを評価するため，⼈⼝分布を考慮していない。しかし，⼤地震時における，医療救護活動
を想定したアクセシビリティ評価は，⼈⼝分布や重症者の発⽣分布，さらには，災害拠点病
院の病床数（受け⼊れ可能⼈数）などにも⼤きく依存する。円滑な医療救護活動を実現する
ためにも，これらの要因を考慮したアクセシビリティ評価は，今後の課題である。 
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1. 緊急輸送道路以外の道路を⽤いたアクセシビリ
ティ評価 

 
本章では，緊急輸送道路以外の道路（以下，その他の道路）を⽤いた，各建物へのアクセ

シビリティ評価および市街地性状との関連分析を⾏う。具体的には，まず，緊急活動時の移
動経路を評価するアクセシビリティ指標を提案する。次に，東京都全域を対象に，緊急活動
シミュレーション（第⼆章）を実⾏し，緊急輸送道路上の交差点から各建築物への到達可否
および移動経路を推定する。さらに，算出したアクセシビリティ指標と市街地性状との関連
を，重回帰分析を⽤いて明らかにするとともに，アクセシビリティを効果的に改善するため
の⼿法について，定量的に検討する。 

本章では，到達可能率，増加移動時間，および，地域到達確率という，3種類の指標を⽤
いて，アクセシビリティを評価する。 
 
(a) 地域到達率 

地域到達率（Local Accessibility；LA）は，緊急活動の到達可否のみを評価する指標である。
地域到達率は，到達可能率（p. 22，式(10)）を，活動圏域内の全 OD ペアについて算出し，
集計した値であり，活動圏域内の到達可能性をマクロスケールに評価する指標である。具体
的には，地域内における建物の総延べ床⾯積に占める，緊急⾞両が到達可能な建物の総延べ
床⾯積の割合を⽰す（式(14)）。 

 
 

!"# =
∑ &(() ∙ +(,, ().∈ 012

∑ &(().∈ 012

      (14) 

 
ここで，aRA は，エリア A内の建物集合，&(()は，建物 i の延べ床⾯積（m2），+(,, ()は，出
発地点 o から建物 i への到達有無を表すダミー変数（1：到達可能，0：到達不能）である。 
 
(b) 増加移動時間 

増加移動時間（Travel Time Increment；TTI）は，移動の効率性という観点から，緊急⾞両
の移動経路を評価する指標である。第三章では，緊急車両が主要道路を優先的に利用するよ

うに，道路種別ごとの通行速度を設定した。そのため，移動の効率性を評価する上では，直

感的に理解が容易な，移動距離の視点から評価を行った。本章では，道路交通法や道路構造

令，東日本大震災前後の一般車両の走行実績を参考に，災害時における減速を考慮した通行

速度の設定を行なうため，移動時間に基づいた評価を⾏う。 
また，本章では，⽐較的狭域な活動圏域内における移動を想定する。平常時の所要移動時

間が極めて短い場合，災害時に⼤幅な迂回が⽣じると，移動時間増加率が極めて⼤きな値と
なり，集計値に影響を及ぼす可能性がある。そこで，本章では，移動時間の増加率ではなく，
増加分を⽤いて，緊急⾞両の移動の効率性を評価する。具体的には，災害時における道路閉
塞の影響により増加した移動時間を⽰す（式(15)）。 
 

556# =
∑ +(,, () ∙ 75′(,, () − 5(,, ():.∈ 012

∑ +(,, ().∈ 012

  (15) 
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ここで，aRA は，エリア A内の建物集合，5(,, ()は，平常時における出発地点 o から建物 i へ
の所要移動時間（分），5′(,, ()は，発災時における出発地点 o から建物 i への所要移動時間
（分），+(,, ()は，出発地点 o から建物 i への到達有無を表すダミー変数（1：到達可能，0：
到達不能）である。 
 
(c) 地域到達確率 

地域到達確率（Local Access Possibility；LAP）は，移動の安全性という観点から，緊急⾞
両の移動経路を評価する指標である。具体的には，⼤地震時における物的被害下における，
建物 i への移動経路の安全性を評価する指標を⽰す（式(16)，式(17)）。 
 

!"<# =
∑ &(() ∙ =(,, ().∈ 012

∑ &(().∈ 012

    	(16) 

where 
=(,, () =@ 71− A(B):     

C∈ 0D,EF

(17) 

 
ここで， H#I は，エリア A における建物集合，&(()は，建物 i の延べ床⾯積（m2），=(,, ()は，
災害時における出発地点 o から建物 i への到達確率， HJ,.K は，出発地点 o から建物 i への移
動時間が最短となる経路上の道路リンク集合，A(B)は，道路リンク j の閉塞確率である。 
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2. シミュレーションの設定条件 
 

本研究では，第三章・第四章と同様に，具体的な想定地震は設定せず，東京湾北部地震お
よび都⼼南部直下地震の被害想定結果を参考に，すべての地点において計測震度 6.2 の揺れ
を想定した。すなわち，震源位置や地盤性状の影響を考慮せず，各拠点施設へのアクセシビ
リティを相対的に評価することを⽬的とした。さらに，童ら 41)の⼿法を⽤いて地表⾯最⼤
速度（PGV）に換算した値（66cm/s）を，シミュレーションにおける地震強度とした。 

第四章で⽤いた GIS データ（p. 42〜43，第四章 2.1節）を使⽤して，緊急活動シミュレー
ションモデルを実⾏した。具体的には，実構造・建築年に基づく建物倒壊確率モデル（p. 14，
第⼆章 2.2節）を⽤いて，建物単位で全壊判定を⾏った。その上で，⽡礫流出確率に基づく
道路閉塞確率モデル（p. 17，第⼆章 3.2節）を⽤いて，東京都内の道路閉塞状況を推定した。
本章では，道路リンクの有効幅員が 4.0m/0m 未満となった場合に，緊急⾞両/救急隊員の通
⾏が不能である（閉塞）と想定した。このとき，道路上における中央分離帯の存在は考慮し
ない。⼤地震時の緊急輸送道路における道路閉塞がアクセシビリティに及ぼす影響につい
ては，第三章および第四章で議論したため，本章では，緊急輸送道路の通⾏機能は確保され
ている（閉塞しない）と仮定する。さらに，緊急⾞両のみでなく，救急隊員などによる歩⾏
移動も想定し，緊急輸送道路上の交差点から地域内の各建物への移動経路を推定した（p. 18，
第⼆章 4節）。 

以上の準備の下で，緊急活動シミュレーションを K=100回実⾏した。第三章と第四章では，
それぞれ，評価対象となる緊急活動の活動圏域（東京都，または，⼆次医療圏）ごとにアク
セシビリティ評価を⾏なった。本章では，緊急輸送道路以外の道路を⽤いた，狭域的な緊急
活動を評価することを⽬的とするため，緊急輸送道路で囲まれた区域を 1 つの空間単位と
考え，アクセシビリティ指標（p. 59〜60，式(14)〜(17)）を算出する（図 5.2-1）。しかし，以
下の条件を満たすエリアは，例外処理を⾏った。 

 

 

図 5.2-1 アクセシビリティ指標の集計単位 

10 20 
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• 湾岸部エリア（図 5.2-2） 

本章では，緊急輸送道路の通⾏機能は確保されているという想定の下，緊急輸送道路以外
の道路（その他の道路）を⽤いた移動に関するアクセシビリティ評価を⾏う。そのため，主
に緊急輸送道路のみで道路網が構成される湾岸部においては，アクセシビリティ評価を⾏
うことが困難である。それらのエリアにおけるアクセシビリティ評価は，第三章および第四
章で⾏った。 

 
• 緊急輸送道路が密に整備されているエリア（図 5.2-3） 

緊急輸送道路が密に整備されているエリアにおいては，緊急輸送道路に囲まれたエリア
内の建物数が少なくなるため，特定の建物の結果に⼤きく依存してしまう。集計結果の信⽤
性を確保するため，集計単位内の道路リンク数が 10 本未満のエリアは，隣接エリアと統合
した。 
 

 
 

図 5.2-2 湾岸エリアにおける道路分布 図 5.2-3 
緊急輸送道路が密に整備されているエリア

における道路分布 
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3. 物的被害とアクセシビリティ指標の空間分布 
3.1 物的被害の空間分布 

 
建物全壊率（エリア内の総建物数に占める全壊建物数の割合）と道路閉塞率（エリア内の
総道路リンク数に占める閉塞した道路リンク数の割合）の空間分布を図 5.3.1-1 から図 5.3.1-
3 に⽰してある。市部では，建物全壊率の⾼いエリアが⼀部⾒受けられるものの，道路閉塞
率は全体的に低い。⼀⽅，区部においては，いずれの指標も⾼い値を⽰しており，特に，墨
⽥区・荒川区・台東区・品川区⻄部などの⽊造住宅密集地域注8で深刻な値を⽰している（例
えば，area 1〜3）。 

 

 

図 5.3.1-1 建物全壊率の空間分布（計 100回のシミュレーションの平均値） 
 

 

図 5.3.1-2 道路閉塞率の空間分布（歩⾏活動時：有効幅員Weが 0m未満） 
（計 100回のシミュレーションの平均値） 

                                                        
注8 ⽊造住宅密集地域とは，狭隘な道路が複雑に⼊り組み，⽼朽化した⽊造建物が⾼密度に
⽴ち並ぶ地域である。 
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図 5.3.1-3 道路閉塞率の空間分布（⾞両活動時：有効幅員Weが 4.0m未満） 
（計 100回のシミュレーションの平均値） 
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3.2 アクセシビリティ指標の空間分布 
 
各アクセシビリティ指標の空間分布を図 5.3.2-1 から図 5.3.2-3 に⽰してある。地域到達率

は，東京都全域において，⾼い値を⽰している（図 5.3.2-1）。すなわち，緊急輸送道路上の
交差点から，エリア内の建物までの到達可能性は，おおよその地域において確保されている
ことがわかる。 
⼀⽅，増加移動時間および地域到達確率は，東京都区部，特に，⽊造住宅密集地域（例え
ば，area 1〜3）において，悪い値を⽰している（図 5.3.2-2，図 5.3.2-3）。⽊造住宅密集地域
のような，道路閉塞が発⽣しやすいエリアでは，円滑な緊急活動が困難となり，アクセシビ
リティが阻害される可能性が⾼いことが分かる。 
 

 

図 5.3.2-1 地域到達率の空間分布（計 100回のシミュレーションの平均値） 
 

 

図 5.3.2-2 増加移動時間の空間分布（計 100回のシミュレーションの平均値） 
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図 5.3.2-3 地域到達確率の空間分布（計 100回のシミュレーションの平均値） 
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4. アクセシビリティ指標と市街地性状の関連分析 
 

4.1 市街地特性変数を⽤いた重回帰分析 
 

どのような要因（市街地性状）が，物的被害率（建物全壊率・道路閉塞率）やアクセシビ
リティ指標（地域到達率，増加移動時間，地域到達確率）に影響を及ぼすのかを同定するた
め，表 5.4.1-1 に⽰した説明変数（市街地特性変数）を⽤いて，物的被害率とアクセシビリ
ティ指標を記述する重回帰モデルを構築する。ステップワイズ法を⽤いて説明変数を選択
した上で，選択された説明変数間の多重共線性および理論的整合性を確認した。なお，本章
では，説明変数間の VIF が 10.0 以下の場合，多重共線性は⾒られないと判断した 50)。 

また，被説明変数と説明変数が⾮線形の関係にある場合，その関係を線形化するための変
数変換を⾏う（例えば，対数を取るなど）。なお，変形不能な説明変数が含まれるデータは
データセットから除外した。 
 

表 5.4.1-1 モデル式に⽤いる市街地特性変数⼀覧 
（いずれも活動圏域内で集計した値） 

 
l 名称 説明 
1 旧耐震建物率 全建物に占める，新耐震基準注9を満たしていない（旧耐震基準

に基づき建てられた）建物の割合 
2 旧耐震⽊造建物率 全建物に占める，新耐震基準注 9 を満たしていない（旧耐震基

準に基づき建てられた）⽊造建物の割合 
3 グロス建ぺい率 各街区内に存在する建物総⾯積の，街区⾯積に対する割合の

平均値 
4 建物⾼さ 建物⾼さの平均値（階） 
5 沿道建築物数 沿道建築物の中で，道路境界線からの距離が 4.0m未満の建物

数の平均値（棟/本） 
6 狭隘道路率 全道路リンク数に占める，道路幅員が 4.0m未満の道路リンク

数の割合 
7 広幅員道路率 全道路リンク数に占める，道路幅員が 8.0m 以上の道路リンク

数の割合 
8 道路⻑さ 道路リンクの⻑さ（交差点間距離）の平均値（m） 
9 ノードリンク⽐ 各交差点に接続する道路リンク数の平均値 

                                                        
注9 1981（昭和 56）年 6⽉以降に建築確認通知を出した建築物は，建築基準法に基づく現
⾏の耐震基準（新耐震基準）を満たしている。これらの建築物は，⼤規模の地震動（震度
6強~7 に達する程度）に対しても，倒壊・崩壊のおそれがないと考えられている。 
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4.2 物的被害モデルの推定結果 
 

物的被害率（建物全壊率 Y1，道路閉塞率（⾞両活動時）Y2,道路閉塞率（歩⾏活動時）Y3) 
の重回帰モデル式を，式(18)から式(20)に⽰してある。 

LM = NO + NMQM + NRQR,     (18) 

SR = TU(LR (1 − LR)⁄ ) = NO + NRQR + NWQW + NXQX + NYQY + NZQZ + N[Q[,  (19)	

SW = TU(LW (1 − LW)⁄ ) = NO + NRQR + NWQW + NXQX + NYQY + NZQZ,  (20)	

 
ここで，Xl が説明変数，al が推定パラメータである。 

建物全壊率と道路閉塞率（⾞両活動時および歩⾏活動時）のモデルは，いずれも記述⼒が
⾼い（図 5.4.2-4〜図 5.4.2-6）。建物全壊率は，旧耐震建物率と旧耐震⽊造建物率によって良
好に記述できる（表 5.4.2-1）。また，道路閉塞率は，建物性状に関する変数（旧耐震⽊造建
物率，グロス建蔽率，建物⾼さ）のみでなく，道路性状に関する変数（沿道建築物数，狭隘
員道路率，広幅員道路率）からも影響を受けることが分かる（表 5.4.2-2，表 5.4.2-3）。 
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表 5.4.2-1 建物全壊率の推定式における説明変数と推定パラメータ（N = 533） 

 

l 説明変数 ⾮標準化係数 
B 

標準偏回帰係数 
β 

σ t VIF 

0 （定数）** -8.81*10-3 6.13*10-2 1.08*10-3 -8.15  
1 旧耐震建物率** 1.11*10-1 1.19*10-2 2.55*10-3 43.7 1.21 
2 旧耐震⽊造建物率** 7.19*10-2 7.50*10-3 2.62*10-3 27.5 1.21 

∗∗p < .01.   
 

表 5.4.2-2 道路閉塞率（⾞両活動時：有効幅員Weが 4.0m 未満）の推定式における 
説明変数と推定パラメータ（N = 533) 

 

l 説明変数 ⾮標準化係数 
B 

標準偏回帰係数 
β 

σ t VIF 

0 （定数）**  -5.90 -1.68 8.39*10-2 -70.4  
2 旧耐震⽊造建物率** 3.45 3.60*10- 1.66*10-1 20.7 2.61 
3 グロス建ぺい率** 1.93 2.08*10- 3.01*10-1 6.41 9.08 
4 建物⾼さ** 2.15*10-1 2.57*10- 2.28*10-2 9.44 6.41 
5 沿道建築物数** 2.32*10-1 4.07*10- 1.34*10-2 17.3 4.80 
6 狭隘道路率** 6.84*10-1 1.08*10- 9.96*10-2 6.86 2.14 
7 広幅員道路率** -7.89*10-1 -1.37*10- 1.17*10-1 -6.74 3.58 

∗∗p < .01.   
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表 5.4.2-3 道路閉塞率（歩⾏活動時：有効幅員Weが 0m 未満）の推定式における 
説明変数と推定パラメータ（N = 532） 

 

l 説明変数 ⾮標準化係数 
B 

標準偏回帰係数 
β 

σ t VIF 

0 （定数）* -9.16 -3.29 1.23*10-1 -74.5  
2 旧耐震⽊造建物率** 3.46 3.61*10-1 2.44*10-1 14.2 2.60 
3 グロス建ぺい率** 3.94 4.23*10-1 434*10-1 9.07 8.78 
4 建物⾼さ** 3.64*10-1 4.35*10-1 3.20*10-2 11.4 5.91 
5 沿道建築物数** 2.39*10-1 4.18*10-1 1.94*10-2 12.3 4.66 
6 狭隘道路率** 5.38*10-1 8.51*10-2 1.24*10-1 4.33 1.55 

∗∗p < .01.   
   

	

 

図 5.4.2-4 建物全壊率の推定精度 
 

図 5.4.2-5 道路閉塞率（⾞両活動時：有効
幅員Weが 4.0m 未満）の推定精度 

 

図 5.4.2-6 道路閉塞率（歩⾏活動時：有効
幅員Weが 0m 未満）の推定精度 

	
∗∗p < .01. 
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4.3 アクセシビリティ評価モデルの推定結果 
 

各アクセシビリティ指標（地域到達率 Y4，増加移動時間 Y5,地域到達確率 Y6)の重回帰モデ
ル式を，式(21)から式(23)に⽰してある。 

 
!" = ln('" (1 − '")⁄ ) = ,- + ,/0/ + ,"0" + ,101 + ,202,   (21) 
 
!1 = ln '1 = ,- + ,/0/ + ,101 + ,202 + ,404 + ,505,   (22) 
 
!2 = ln('2 (1 − '2)⁄ ) = ,- + ,/0/ + ,"0" + ,101 + ,202 + ,404 + ,505, (23) 
 

ここで，Xl が説明変数，al が推定パラメータである。 
いずれのアクセシビリティ指標の重回帰モデル式も，⾼い記述⼒を持つ（図 5.4.3-4〜図

5.4.3-6）。 
いずれの重回帰モデル式においても，道路閉塞率との関係が強い市街地性状（l = 2, 5, 6）

が説明変数として選択されていることから，閉塞道路が緊急活動の円滑性を阻害する要因
であることが確認できる（表 5.4.3-1〜表 5.4.3-3）。また，増加移動時間および地域到達確率
の重回帰モデル式には，説明変数として，ノードリンク⽐（l = 9）が選択されている（表 5.4.3-
2，表 5.4.3-3）。ノードリンク⽐が⼩さいエリアでは，⽬的地点への移動経路上で道路閉塞に
遭遇した場合，選択可能な迂回経路が少なく，⼤幅な迂回を強いられる可能性が⾼い。その
ため，このようなエリアにおいては，増加移動時間および地域到達確率が悪い値を⽰すこと
が分かる。 
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表 5.4.3-1 地域到達率の推定式における説明変数と推定パラメータ(N = 530) 

 

l 説明変数 ⾮標準化係数 
B 

標準偏回帰係数 
β 

σ t VIF 

0 （定数）** 8.96 4.49 1.32*10-1 68.1  
2 旧耐震⽊造建物率** -3.83 -3.98*10-1 3.24*10-1 -11.8 2.48 
4 建物⾼さ** -2.51*10-1 -3.00*10-1 2.53*10-2 -9.91 2.01 
5 沿道建築物数** -4.07*10-1 -7.06*10-1 1.61*10-2 -25.3 1.71 
6 狭隘道路率** -5.55*10-1 -8.74*10-2 1.60*10-1 -3.47 1.39 

∗∗p < .01.   
 

表 5.4.3-2 増加移動時間の推定式における説明変数と推定パラメータ(N = 533). 
 

l 説明変数 ⾮標準化係数 
B 

標準偏回帰係数 
β 

σ t VIF 

0 （定数）** -6.24 -2.10 2.80*10-1 -22.3  
2 旧耐震⽊造建物率** 2.44 2.54*10-1 3.45*10-1 7.07 1.93 
5 沿道建築物数** 1.87*10-1 3.30*10-1 1.97*10-2 9.52 1.78 
6 狭隘道路率** 1.32 2.09*10-1 2.37*10-1 5.57 2.09 
7 広幅員道路率** -1.21 -2.10*10-1 2.27*10-1 -5.34 2.31 
9 ノードリンク⽐** 8.13*10-1 2.11*10-1 1.19*10-1 6.80 1.43 

∗∗p < .01.   
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表 5.4.3-3 地域到達確率の推定式における説明変数と推定パラメータ(N = 533). 

 

l 説明変数 ⾮標準化係数 
B 

標準偏回帰係数 
β 

σ t VIF 

0 （定数）** 8.07 1.74 2.59*10-1 31.2  
2 旧耐震⽊造建物率** -2.95 -3.08*10-1 3.36*10-1 -8.80 2.47 
4 建物⾼さ** -1.14*10-1 -1.37*10-1 3.26*10-2 -3.50 3.07 
5 沿道建築物数** -2.33*10-1 -4.09*10-1 1.85*10-2 -12.6 2.12 
6 狭隘道路率** -1.24 -1.96*10-1 2.05*10-1 -6.05 2.11 
7 広幅員道路率** 1.04 1.81*10-1 2.42*10-1 4.31 3.57 
9 ノードリンク⽐** -1.40 -3.64*10-1 1.03*10-1 -13.5 1.45 

∗∗p < .01.   
	

 

図 5.4.3-4 地域到達率の推定精度 
 

図 5.4.3-5 地域到達確率の推定精度 
 

図 5.4.3-6 増加移動時間の推定精度 
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4.4 地域到達確率と市街地性状の関連分析 
 

本節では，推定した重回帰モデル式（式(23)）を⽤いて，各市街地特性変数を改善した場
合の地域到達確率の向上効果を把握する。例えば，旧耐震建物率や狭隘道路率の改善は，そ
れぞれ，建物の耐震改修の促進 51)や狭隘道路拡幅事業 52)に相当する。なお，ノードリンク
⽐や建物⾼さは，重回帰モデル式において，有意な説明変数であるが（表 5.4.3-3），それら
の値の改善を⽬的とした市街地整備事業は少ない。そこで，本章では，旧耐震⽊造建物率（l 
= 2），沿道建築物数（l = 5），狭隘道路率（l = 6），および，広幅員道路率（l = 7）という 4 つ
の市街地性状と地域到達確率の関係に着⽬し，関連分析を⾏う。また，道路拡幅（狭幅員道
路率および広幅員道路率の改善）においては，沿道建築物の除却やセットバックが必要にな
るが，ここでは，市街地特性変数間の相互関係は，考慮せずに議論を進める。 

ある市街地特性変数を改善した場合に得られる地域到達確率の向上効果は，各エリアの
市街地特性に応じて異なると考えられる。例えば，広幅員道路が⼗分に整備されているエリ
アでは，⼀部の道路を拡幅することによる地域到達確率向上効果は限定的であると考えら
れる。そこで，地域到達確率が低い値を⽰すエリアの代表的な特徴を抽出するため，それら
のエリアを市街地特性変数の値が類似するグループに分類する。具体的には，地域到達確率
の値が下位 20%を⽰すエリア（計 106 エリア）を，k-means 法を⽤いて，J を最⼩化するよ
うな，4 つのグループに分類する（式(24)，式(25)）。 
 

! = ∑ ∑ |%& − ()|*+,∈./
0)12 ,    (24) 

where 
%3 = (523, 573, 583, 593),   (25) 

 
ここで，k はクラスター数，cm はクラスターCm の重⼼，ulZ はグループ Z における市街地特
性変数 l の平均値である。 

エリアの分類結果を図 5.4.4-1 および表 5.4.4-2 に⽰してある。グループ A では，旧耐震⽊
造建物率（l = 2）が⾮常に⾼い値を⽰している。グループ B では，道路性状（l = 6, 7）は相
対的に良い値を⽰すが，沿道建築物数が多い傾向にある。グループ C では，道路幅員は狭
いが（l = 6, 7），建物性状（l = 2, 5）が相対的に良い値を⽰す。グループ D では，道路幅員
は狭いが（l = 6, 7），旧耐震⽊造建物率（l = 2）は低い傾向にある。 
 

 

図 5.4.4-1 k-means 法に基づくエリアの分類結果 
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表 5.4.4-2 各グループにおける市街地特性変数 lの平均値 
 

l 説明変数 Group A Group B Group C Group D 
2 旧耐震⽊造建物率 49.9% 41.6% 33.8% 40.8% 
5 沿道建築物数 8.55 棟 8.65 棟 6.68 棟 7.65 棟 
6 狭隘道路率 42.0% 19.9% 42.6% 40.5% 
7 広幅員道路率 3.6% 31.7% 3.5% 4.6% 

 
次に，推定した重回帰モデル式（式(23)）を⽤いて，各市街地特性変数の値を改善させた

場合の，地域到達確率の向上効果を推定した（図 5.4.4-3〜図 5.4.4-6，表 5.4.4-7）。地域到達
確率の向上効果は，グループの市街地性状に応じて異なることが分かる。例えば，建物性状
が相対的に良い値を⽰す Group C では，旧耐震建物の耐震化促進による地域到達確率の向
上効果が⼩さくなることがわかる（表 5.4.4-7）。また，グループ A において地域到達確率を
1.0 ポイント改善するためには，旧耐震⽊造建物率を 1.4 ポイント，狭隘道路率を 3.2 ポイ
ント，広幅員道路率を 3.9 ポイント，もしくは，沿道建築物数を 0.17 棟改善する必要があ
る。 
 

 

図 5.4.4-3 
地域到達確率と旧耐震⽊造建物率の関係 

 

図 5.4.4-4 
地域到達確率と沿道建築物数の関係 

 

  

図 5.4.4-5 
地域到達確率と狭隘道路率の関係 

図 5.4.4-6 
地域到達確率と広幅員道路率の関係 
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表 5.4.4-7 地域到達確率を 1 ポイント向上させるために必要な市街地特性変数の改善値 
 

l 説明変数 Group A Group B Group C Group D 
2 旧耐震⽊造建物率 1.4% 1.4% 1.9% 1.5% 
5 沿道建築物数 0.17 棟 0.18 棟 0.24 棟 0.19 棟 
6 狭隘道路率 3.2% 3.4% 4.5% 3.6% 
7 広幅員道路率 3.9% 4.0% 5.3% 4.3% 

 
すなわち，建物の耐震化（旧耐震⽊造建物率の改善）や道路拡幅（狭隘道路率および⾼幅

員道路率の改善）などの⼀般的な市街地整備事業と同様に，道路リンクあたりの沿道建築物
数を減少させることも，効果的な施策であること分かる。沿道建築物数を改善する整備施策
としては，例えば，空き家の除去や緊急避難路の設置 53)が考えられる。緊急避難路とは，緊
急時に周囲の居住者が通り抜け可能となるよう，⼟地建物権利者が庭先や建物と建物の間
を整備して設けた避難路である（図 5.4.4-8，図 5.4.4-9）。例えば，⽊造住宅密集地域内の沿
道建築物数が多い道路リンク（沿道建築物数：23 棟）において，緊急輸送道路を設けた場
合，道路リンクが 2 本に分割され，結果として，沿道建築物数が少なくなる（沿道建築物
数：10 棟および 13 棟）。 

 

 

図 5.4.4-8  
緊急避難路の例 
（著者撮影） 

 

図 5.4.4-9 
緊急避難路を設置したことによる沿道建築物数の変化 
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5. 第五章のまとめ 
 

緊急輸送道路以外の道路（以下，その他の道路）を⽤いた地域内移動を想定した，各建物
へのアクセシビリティ評価，および，市街地性状との関連分析を行なった。東京都全域を対
象に，緊急活動シミュレーションモデルを実⾏し，道路閉塞状況および緊急輸送道路上の交
差点から各建物までの移動経路を推定した。緊急輸送道路で囲まれた空間単位で建物ごと
のシミュレーション結果を集計し，アクセシビリティ指標（地域到達率，増加移動時間，地
域到達確率）を算出した。 

物的被害率（建物全壊率・道路閉塞率）は，⽊造住宅密集地域において，特に悪い値を⽰
した。これらの地域では，アクセシビリティ指標も，悪い値を⽰す傾向にあった。 

次に，重回帰分析を⽤いて市街地性状と物的被害およびアクセシビリティ指標の関連を
定量的に把握した。道路閉塞率の説明変数として選択された市街地性状は，アクセシビリテ
ィ指標の説明変数としても選択される傾向にある。すなわち，道路閉塞率とアクセシビリテ
ィ指標には，強い相関があることを⽰した。 

さらに，地域到達確率の値が下位 20%を⽰すエリアを，市街地特性変数の値が類似する
グループに分類した上で，推定された重回帰モデル式を⽤いて，市街地特性変数を改善した
場合の地域到達確率向上効果について検討した。その結果，地域到達確率の向上効果は，地
域の市街地性状に応じて異なることを⽰した。例えば，旧耐震⽊造建物率が⾮常に⾼い値を
⽰すグループ A において地域到達確率を 1.0%改善するためには，旧耐震⽊造建物率を 1.4%，
狭隘道路率を 3.2%，広幅員道路率を 3.9%，もしくは，沿道建築物数を 0.17 棟改善する必要
があることを⽰した。すなわち，沿道建築物の耐震化および道路拡幅以外にも，空き家の除
却や緊急避難路の設置も効果的であることを⽰した。 
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1. 本研究のまとめ 
 
各章の要約を以下に⽰す。 

 
【第⼀章：序論】 

第⼀章では，⼤地震時における都市内移動の円滑性を確保する上で，道路網の機能的階層
性を⾼めることの重要性を整理した。次に，⼤地震時におけるアクセシビリティ評価および
アクセシビリティの改善施策に関する既往研究を概説した。最後に，道路の交通機能に着⽬
し，⼤地震時における拠点施設へのアクセシビリティ，および，市街地整備事業がアクセシ
ビリティに及ぼす影響を，定量的に評価する⼿法を確⽴することが，本研究の⽬的であると
述べた。 

 
【第⼆章：緊急活動シミュレーションモデルの構築】 

第⼆章では，⼤地震時の建物倒壊に起因する道路閉塞を考慮した，緊急⾞両の拠点施設へ
の空間移動を記述するシミュレーションモデルを構築した。本シミュレーションモデルは，
建物倒壊を記述する「建物倒壊シミュレーションモデル」，建物倒壊に起因する道路閉塞を
記述する「道路閉塞シミュレーションモデル」，および，緊急⾞両の空間移動を記述する「緊
急⾞両移動モデル」から構成される。建物倒壊シミュレーションモデルおよび道路閉塞シミ
ュレーションモデルについては，複数のモデルが提案されている。第三章から第五章では，
各章で使⽤可能な GIS データに適したモデルを選択した上で，緊急活動シミュレーション
モデルを実⾏する。 

 
【第三章：特定緊急輸送道路のアクセシビリティ評価と沿道建築物耐震化の効果】 

第三章では，特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化とアクセシビリティの関係について
分析した。まず，現状（平成 27年 9 ⽉現在）の耐震化率の下では，⾼速道路から進⼊した
場合であっても，約 3 割の⼤規模救出救助活動拠点に到達できない可能性があることを⽰
した。次に，極端な 3 種類の耐震化シナリオを想定し，特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震
化によるアクセシビリティ向上に果たす効果を定量的に評価した。沿道建築物の耐震化に
より，アクセシビリティは改善されるが，特に，耐震性能の低い沿道建築物を優先的に整備
することの効果は⼤きい。さらに，⼀般緊急輸送道路と特定緊急輸送道路を⽤いたアクセシ
ビリティ評価を⾏い，⼀般緊急輸送道路は特定緊急輸送道路の機能確保にとって重要な補
助的役割を果たすことを⽰した。 
 
【第四章：⼤地震発⽣時におけるアクセシビリティが脆弱な沿道区域の抽出⽅法】 

第四章では，⼤地震時において拠点施設へのアクセシビリティが脆弱となる沿道区域の
抽出⽅法を提案した。東京都全域において，緊急輸送道路を⽤いた災害拠点病院へのアクセ
シビリティ評価を⾏い，⼤地震時の物的被害下における孤⽴リンクに着⽬したアクセシビ
リティ指標（リンク孤⽴率（LI 値），および，ネットワーク孤⽴率（NI 値））を算出した。
LI 値を⽤いて，災害拠点病院へのアクセシビリティが脆弱な沿道区域を⽰した。⾼い NI 値
を⽰す災害拠点病院が存在する⼆次医療圏では，医療救護の負荷がアクセシビリティが⾼
い災害拠点病院に集中する可能性が⾼い。災害拠点病院周辺，および，LI 値が⾼い値を⽰
す道路リンクの沿道建築物を優先的に耐震化するなど，アクセシビリティを改善するため
の施策について検討する必要があることを⽰した。 
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【第五章： 
 緊急輸送道路以外の道路を⽤いたアクセシビリティ評価と市街地性状の関連分析】 

第五章では，緊急輸送道路以外の道路を⽤いたアクセシビリティを評価した上で，市街地
性状との関連を分析した。具体的には，まず，東京都全域において，緊急活動シミュレーシ
ョンを実⾏し，緊急輸送道路で囲まれた空間単位でアクセシビリティ指標（地域到達率，増
加移動時間，地域到達確率）を算出した。次に，重回帰分析を⽤いて市街地性状と物的被害
およびアクセシビリティ指標の関連を定量的に把握した。さらに，推定された重回帰モデル
式を⽤いて，市街地特性変数を改善した場合の地域到達確率向上効果について検討した。そ
の結果，地域到達確率の向上効果は，地域の市街地性状に応じて異なることを⽰した。沿道
建築物の耐震化および道路拡幅以外にも，空き家の除却や緊急避難路の設置も効果的であ
ることを⽰した。 
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2. 結論 
 

本研究では，道路の機能分類に着⽬した上で，⼤地震時における拠点施設へのアクセシビ
リティ評価およびアクセシビリティの改善⽅策について議論した。まず，第⼆章では，緊急
活動シミュレーションモデルを構築した。これにより，⼤地震時の建物倒壊に起因する道路
閉塞下における，緊急⾞両の都市内移動を記述可能となった。第三章から第五章では，東京
都全域を対象に，第⼆章で構築した緊急活動シミュレーションモデルを⽤いて，⼤地震時の
拠点施設などへのアクセシビリティを定量的に評価した。緊急輸送道路を⽤いた評価では，
緊急輸送道路の整備が疎である地域において，緊急輸送道路以外の道路（以下，その他の道
路）を⽤いた評価では，⽊造住宅密集地域において，それぞれ，アクセシビリティが脆弱に
なる傾向が⾒られた。すなわち，道路の機能分類に応じた階層（道路階層）ごとに，アクセ
シビリティが脆弱となる地域が異なることを明らかにした。次に，これらの地域における，
市街地整備事業によるアクセシビリティ改善効果を定量的に評価した。緊急輸送道路にお
いては，耐震性能が低い沿道建築物から優先的に耐震化を促進することが効果的であるこ
とを⽰した。さらに，より効果的にアクセシビリティを改善するため，アクセシビリティ脆
弱区域を抽出する⽅法を提案した。これにより，アクセシビリティを確保困難な拠点施設が
存在する活動圏域では，施設機能の負荷がアクセシビリティが⾼い拠点施設に集中する可
能性が⾼いことを明らかにした。その他の道路においては，地域の市街地性状に応じて，ア
クセシビリティ改善効果は，異なることを⽰した。また，沿道建築物の耐震化および道路拡
幅以外にも，空き家の除却や緊急避難路の設置も効果的であることを⽰した。 

本研究では，道路の沿道建築物が拠点施設へのアクセシビリティに与える影響を把握す
るため，建物倒壊に起因する道路閉塞のみに着⽬して議論を⾏った。しかし，災害時には，
建物倒壊以外の物的被害（電柱の倒壊，液状化，もしくは，建物の延焼など）や交通渋滞に
よって，道路リンクの通⾏機能が阻害される可能性が極めて⾼い。本シミュレーションモデ
ルと，これらの事象を記述可能な既往モデル例えば，54)，55)を連携することで，より多様な事前
対策の検討が可能になると考えられる。さらに，本研究で提案したアクセシビリティ評価⼿
法は，市街地整備事業による事前対策だけでなく，⼤地震発⽣直後の初動⽀援にも有効であ
る。例えば，発災時刻における，⼈⼝分布や道路閉塞の発⽣箇所などをリアルタイムに把握
することで例えば，56)，病院などの拠点施設へのアクセシビリティが脆弱となる沿道区域を即
座に特定し，災害時活動を円滑するための策を講じることが可能となると考えられる。 

⼀⽅，本⼿法を適⽤するためには，各⾃治体が，建物や道路に関する詳細な GIS データ
を整備・更新，維持管理，さらには，提供する体制を確⽴することが求められる。より実践
的な議論を可能とするためには，GIS データにおける属性情報の精緻化も課題である。ま
た，広域な分析対象地域においてシミュレーション分析を⾏う上では，複数の⾃治体が作成
した GISデータを組み合わせて⽤いる場合がある。そのため，⾃治体によって GISデータ
の持つ属性情報が異なることがないよう，⼀定の基準を設けて，データ整備を⾏う必要があ
る。 

本研究で提案した⼿法を⽤いて，アクセシビリティを定量的に評価することで，道路網の
頑健性を⾼めるような市街地整備の検討が可能となる。本研究の成果が，将来，災害事前対
策や発災時対応などにおいて，幅広く活⽤され，円滑な災害時活動の実現に寄与することを
期待したい。 
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付録 1 物的被害モデルの⽐較 
1.1 物的被害モデルの⽐較の概要 

 
本研究では，使⽤可能な GIS データ（建物データおよび道路データ）の有する属性情報に

応じた建物倒壊シミュレーションモデルおよび道路閉塞シミュレーションモデルを⽤いて，
建物・道路単位で建物全壊および道路閉塞を推定した（表 7.1.1-1，図 7.1.1-2）。ここでは，
各モデルの推定結果を⽐較し，それらの特徴および結果の信頼性について検討する。 

 
表 7.1.1-1 緊急活動シミュレーションモデル⼀覧 

 

建物倒壊シミュレーションモデル 

建物倒壊モデル 1：Is 値に基づく建物倒壊確率モデル （p. 12，第⼆章 2.1 節） 
建物倒壊モデル 2：実構造・建築年に基づく建物倒確率壊モデル （p. 14，第⼆章 2.2 節） 
道路閉塞シミュレーションモデル 

道路閉塞モデル 1：建物倒壊による道路閉塞判定モデル （p. 16，第⼆章 3.1 節） 
道路閉塞モデル 2：⽡礫流出確率に基づく道路閉塞確率モデル （p. 17，第⼆章 3.2 節） 

 

 

図 7.1.1-2 緊急活動シミュレーションモデルの概要（再掲：p. 9，図 2.1-1（⼀部）） 
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1.2 使⽤データ 
 

各モデルで使⽤する建物データおよび道路閉塞データの概要を以下に⽰す。ここでは，特
定緊急輸送道路（⾼速以外）を対象に，建物の全壊状況および道路閉塞状況を⽐較する。な
お，第三章 2.1 節（p. 23〜p. 25）および第四章 2.1 節（p. 42〜p. 43）において，使⽤データ
に関するより詳細な説明を⾏なっている。 
 
(a) 建物データ 

建物倒壊モデル 1 では，耐震診断または耐震改修に関する報告から詳細な属性情報（建物
⾼さ，実構造，建築年⽉⽇，セットバック距離，前⾯道路幅員，対建物，耐震状況，Is 値）
が得られている GIS データ（平成 26年度作成）を⽤いる。その中から，耐震化促進対象建
築物（p. 24，図 3.2.1-1(b)）を対象に全壊判定を実施し，シミュレーションを実施する。 

建物倒壊モデル 2 では，東京都都市計画 GIS データの⼀部である⼟地・建物利⽤現況調
査（東京都区部（平成 23年度作成）44)および多摩・島しょ地域（平成 24年度作成）45)）を
⽤いる（総建物数 2,766,079 棟）（p. 42，図 4.2.1-1）。このデータは，構造耐震性指標（Is 値）
や実構造・建築年に関する属性情報を有していない。そのため，町丁⽬単位で得られている
実構造別・建築年別の建物割合クロス集計表を元に，各建物の実構造および建築年を推定し
た。その中から，特定緊急輸送道路（⾼速以外）の沿道建築物（道路境界線から 4.0m未満
に存在する建物）を対象に全壊判定を実施し，シミュレーションを実施する。 
 
(b) 道路データ 

道路閉塞モデル 1 では，国⼟交通省が公開している道路ネットワークデータ（平成 25年
度作成）39)をベースとして，不⾜する道路リンクデータを補完して作成した道路データを使
⽤する（p. 25，図 3.2.1-3）。なお，本データにおいては，すべての道路リンク上に中央分離
帯が設置されていると仮定する。 

道路閉塞モデル 2 では，緊急輸送道路などの主要道路だけでなく，細街路も含まれている
GIS データ（平成 26年度作成）を使⽤する（p. 42，図 4.2.1-1）。このデータは，道路間の接
続関係だけでなく，道路⻑さや道路幅員などの詳細な属性情報を有する点で優れている。ま
た，国⼟交通省が公開している道路ネットワークデータ 39)を参考に，緊急輸送道路に関す
る属性を付与した。なお，本データにおいては，道路リンク上における中央分離帯の存在を
考慮しない。 
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1.3 建物倒壊モデルの推定結果の⽐較 
 
本研究では，具体的な想定地震は設定せず，東京湾北部地震および都⼼南部直下地震の被
害想定結果を参考に，すべての地点において計測震度 6.2 の揺れを想定した。さらに，童ら
41)の⼿法を⽤いて地表⾯最⼤速度（PGV）に換算した値（66 cm/s）を，シミュレーションに
おける地震強度とした。以上の想定のもと，特定緊急輸送道路の沿道建築物のみを対象に，
2種類の建物倒壊モデル（表 7.1.1-1）を⽤いて，建物単位で全壊判定を⾏った（表 7.2.3-1）。 

建物倒壊モデル 2 で⽤いた建物データには，Is 値や実構造・建築年に関する属性情報が存
在しない。そのため，町丁⽬単位で得られている実構造別・建築年別割合のクロス集計にも
とづき，乱数を⽤いて，各建物の詳細な属性情報を推定している。東京都の公表 38)による
と，住宅の耐震化率は，83.8%（平成 27年 3⽉末時点），特定緊急輸送道路沿道建築物の耐
震化率は，84.8%（平成 30年 12⽉末時点）と推定されている。つまり，特定緊急輸送道路
などの主要道路の沿道においては，建築物の耐震化が⽐較的進んでいると考えられる。また，
建物倒壊モデル 2 で⽤いた建物データの⽅が，作成年度が古いため，⼀部の建物における耐
震・改修を考慮できていない。以上に⽰した理由により，建物倒壊モデル 1 よりも，建物倒
壊モデル 2 を使⽤した場合の⽅が，特定沿道建築物の全壊状況は深刻になると考えられる。 

しかし，各モデルによる建物全壊の推定結果を⾒ると，建物全壊率（全建物数に占める全
壊建物数の割合）は，建物倒壊モデル 1 において，より深刻な値を⽰していることが分かる
（表 7.2.3-1）。すなわち，どちらのモデル（建物倒壊モデル 1／建物倒壊モデル 2）も，物的
被害を過⼤／過⼩に評価している可能性が⾼い。 
 

表 7.1.3-1 各建物倒壊シミュレーションによる推定結果 
（計 100 回のシミュレーションに基づく平均値） 

 

 建物倒壊モデル 1 建物倒壊モデル 2 
全建物数 4838 棟 4793 棟 
全壊建物数 208 棟 161 棟 
建物全壊率* 4.3% 3.4% 

*全建物数に占める全壊建物数の割合 
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1.4 道路閉塞モデルの推定結果の⽐較 
 
前節で推定した建物全壊状況を踏まえて，東京都内の緊急輸送道路の閉塞状況を推定す

る。道路閉塞モデル 1／道路閉塞モデル 2 による道路閉塞の推定結果を確認する（図 7.1.4-
1，図 7.1.4-2）。道路閉塞率（シミュレーションの試⾏回数に占める，道路リンクが閉塞した
回数の割合）は，道路閉塞モデル 1 において，より深刻な値を⽰していることが分かる。推
定結果が，道路閉塞モデル 1 において，より深刻な値を⽰した理由として，以下の３点が考
えられる。 

1. 建物がどのように全壊するかは，破壊箇所に⼤きく依存する。⼀般に，耐震診断結果
⼀覧表には，当該建物の各階・各⽅向（X・Y⽅向）ごとに得られた Is 値が記載され
る。しかし，本データでは，各建築物に 1 つの Is 値しか得られていない。そこで，
最も安全側の評価を⾏うため，各建物は，この Is 値に従って，1階部分で破壊が発⽣
し，道路に向かって全壊すると仮定した。 
 

2. 第四章で⽤いた道路データでは，道路リンク上における中央分離帯の存在を考慮し
ていない。そのため，第四章（道路閉塞モデル 2 を⽤いた場合）の⽅が，建物全壊下
における道路リンクの有効幅員を過⼩に評価している可能性が⾼い。 
 

3. ⼀般に，道路の有効幅員が 4.0m 以上であれば，緊急⾞両が通⾏可能であると考えら
れる。第四章および第五章では，⽐較的狭い活動圏域内における，より実質的な活動
についてアクセシビリティを評価するため，緊急⾞両の通⾏に必要な有効幅員を⼀
般的な値である，4.0m に設定した。しかし，第三章では，隣接県からの⼤規模な移
動を想定しているため，より安全側の評価となるように，緊急⾞両の通⾏に必要な有
効幅員を 6.0m と設定した。 

 

 

図 7.2.4-1 特定緊急輸送道路（⾼速以外）における道路閉塞率の空間分布 
（再掲：図 3.3.1-2） 
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図 7.2.4-2 道路閉塞率の空間分布（再掲：図 4.3.1-1） 
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として，多くの相談に乗っていただきました。⼼から感謝いたします。 

 
また，⽇常の議論を通じて多くの⽰唆を頂きました東京⼯業⼤学⼤佛研究室の皆様に，深

く感謝いたします。皆さんと議論・談笑した時間は，研究⽣活を続ける上で⼤きな活⼒とな
りました。特に，廣川典昭博⼠に御礼申し上げます。本論⽂に関係する様々な知⾒を賜り，
研究遂⾏上重要なことを多く気づかせていただきました。ここに深く感謝いたします。 

 
多忙な⽇々を共に乗り越えてくれた夫に感謝します。最後に，博⼠進学のきっかけを与え

てくれ，度々激励の⾔葉をかけて頂いた⽗と，博⼠課程進学を後押ししてくれ，常に明るく
⽀えてくれた⺟に最⼤限の感謝を⽰します。 
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